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財団法人 資産評価 システム研究 セ ンターは、適切 な地域 政策 の樹 立 に資す るため、地域 の

資産の状 況及 びその評価 の方法 に関する調査研 究等 の事業 を実施す ることを目的 と して設立 さ

れま した。

当評価セ ンターにおける調査研究は、資産評価 の基礎理論 及び地方公共団体等 における資産

評価技法の両面 にわたって、毎年度、学識経験 者及び自治省並 びに地方公 共団体等 の関係者 を

もって構成す る資産評価 システム、土地、家屋及び償却資産の各部門 ごとの研究委員会 におい

て行 われ、その成果 は、会員 である地方公共団体及び関係団体等 に調査研究報告書 として配布

し、活用 されている ところであ ります。

本年度の土 地研究委員会の調査研 究テーマは、(1)公 的土地評価のあ り方 に関す る調査研究 、

(2)標 準宅地の鑑定評価価格 に関す る調査 及び用途地区別の標準宅地の価格形成要因に関する

調査研究の2項 目であ ります。本報告 は、上記(1)の 調査研 究 に属す る もので、地価公示価格

の7割 水準 を目途 に平成6年 度 の評価替 えを行 うことを提案 した平成3年 度 の調査研究結果の

内容 の一部 について、平成9年 度評価替 えのデータに基づ き、再検証 を行 うとともに、固定資

産税評価 におけ る収益還元法 の活用 を含め、今後の土地評価 のあ り方 を考 えるに当たっての視

点につ いて提 案することを目的に調査研 究 を行 いま した。

この程、その調査研究の成果 を とりまとめ、ここに、公表す る運 び とな りました。 この機 会

に、熱心 にご研 究、ご審議 をいただ きま した委員及び専 門員並びに実地調査 に当た り種 々ご協

力 を賜 りま した地方公共団体 の関係者各位 に対 し、心 か ら感謝申 し上 げます。

なお、当評価 セ ンターは、今後 とも、所期 の 目的 にそって、事業 内容の充実及び地方公共団

体等 に役立つ調査研究 に努力 をいたす所存であ りますので、地方公共団体 をは じめ関係団体 の

皆様 のなお一層 の ご指導、 ご援助 をお願い申 し上 げます。

最後 に、 この調査研究事 業は、(財)日 本船舶振興会(日 本財団)の 補助金 の交付 を受けて実

施 した ものであ り、改めて深 く感謝 の意 を表す る ものであ ります。

平成9年3月

財 団法人 資 産評価 システム研究 センター

理 事 長 前 川 尚 美
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I調 査研究の 目的等

1目 的

この調 査研 究 は、公 的土 地評価 相互 の均衡 と適正 化 を図る とともに、公的土地 評価

相 互 の関連 、固定資 産税 にお け る土地 評価 の均 衡化 ・適正化 を図 るための具体 的方策 、

特 に地価 公示価 格 との 関係 、 固定資 産税 の評価 水準 のあ り方等 につ いて理 論的 、統 計

的 に調査 研究 を行 うこ とを目的 と して取 り組 んで きてい る。

過去5年 間の調査研 究項 目は、次 の とお りで ある。

(参考)平 成3年 度

4年 度

5年 度

6年 度

7年 度

「土地評価の均衡化 ・適正化等 に関する調査研究」

「土地評価 と土地保有 コス トに関する調査研究」

「農地 ・山林の土地価格の形成要因等 に関する調査研究」

「農地 ・山林評価 の均衡化 ・適正化に関す る調査研究」

「農地 ・山林評価 のあ り方に関する調査研究」

特 に、平成3年 度 の調査研 究 は、 土地基本 法(平 成元年法 律第84号)及 び総合 土地

政策推 進要綱(平 成3年1月25日 閣議 決定)等 にお いて、公 的土地 評価相互 の均衡 と

適 正化 の必 要性が 指摘 され、 固定資 産税 におけ る土 地評価 につ いて も地価公 示価 格の

一定割 合 を 目標 とす る こと とされ た こ とを受 け
、 固定資産税 にお け る土地 評価 の均 衡

化 ・適正 化 を推進 す るに当 たって の問題点 を把握 す る とともに、 地価公示価 格 の7割

水 準 を目途 に平成6年 度 の評価 替 え を行 うこ とを提 案 した。

今 回の調査研 究 で は、平 成3年 度 の調査研 究の 内容の一 部 につ い て、平 成9年 度 評

価 替 えの デー タに基 づ き、再検 証 を行 う とと もに、固定資 産税評価 にお け る収益 還元

法 の活用 を含 め、今 後 の土 地評価 のあ り方 を考 える に当 たって の視 点 につ いて提 案す

る こ とを 目的 としてい る。

2研 究事項等

(1)本 研 究委 員会 は、前項 の 目的 に したが い、次 に掲 げ る事項 につ いて調査研 究 を行

った。

1収 益価格の鑑定評価価格に対する割合の状況

2不 動産鑑定評価 における収益還元法 について

(2)調 査研究の方法

本研究委員会は、固定資産税 における土地評価の均衡化 ・適正化 に関する専門部

会 を設け、都道府県庁所在市 と政令指定都市の資料 を収集 して分析するとともに、

学識経験者、不動産鑑定評価機関、地方公共団体等のそれぞれの立場か ら意見交換

をするな どの方法によって研究 を行つた。

このほか、前 回の評価替 えにおいて指摘 された意見等を整理 して今後の参考に資

す ることとしている。

―1―



II 収益価格の鑑定評価価格に対す る割合 について

1調 査研究の概要

(1)今 回の調 査研究 にお いては、平 成9年 度評価 替 えに係 るデー タを用 い、平 成3年

度調査研 究 で行 われた収益価 格 の鑑定評価 価格 に対す る割合調 を行 った。

(2)前 回の調査 で は、以下の結 果が得 られてい る。

・ 全 国47の 都 道府県庁所 在市 及 び都 道府県 庁所在市 以外 の政令 指定都市(川 崎市

及 び北 九州市)の 合計49市 に対 し、標準 宅地 の中か ら、代 表 的 と思 われ る標準 宅

地 につ い て平 成3年 中 にお け る収益 価格 の鑑定 を求め 、その 中か ら異常値 を除い

て分析 を行 った ところ、収益価 格 の精通者価 格 に対 す る割 合 は、概 ね50な い し90

%の 範 囲 にあ り、全地 点の平均 割合 は概 ね7割(72.0%)で あ った。

この調査 は、収益 還元法 に よって得 られ る不 動産価 格 は、土地 の最 有効使用 に対

応 した収益価 格 であ る よ りは、 しば しば通常 の使用 に伴 う収益価 格 に近 い もの とな

り得 るこ とが示唆 され、 固定 資 産税の土 地評価 と地価公 示価格 の 開差 す なわち最有

効使用 と通常 の使用 との ギ ャ ップが もた らす地価 の 開差 の程度 を知 る指針 と して、

収益価 格 を用 い るべ きで あ る との提 案 を受 けて行 わ れた もの であ る。

(3)今 回の調査 は、以 下の要領 で行 った。

1調 査対象団体

都道府県庁所在市及び都道府県庁所在市以外の政令指定都市(川 崎市及び北九

州市)の 合計49市

2調 査 対象 宅地

当該 市 におけ る代表 的 な標 準宅 地5地 点(原 則 と して商業地3地 点 、住 宅地2

地点)と し、必ず 当該 市 にお ける基 準宅地 を含 む こ とと した。

なお、前 回調査 で選定 され た標準 宅地 と同一 の地点 につい て調 査 を行 い、標準

宅地 が変更 され てい る場合 には、前 回調査 地点 と類似 の地点 を選 定す る こと と し

た。

3調 査内容

平成8年1月1日 現在(平 成9年 度評価替えの価格調査基準 日)に おける当該

標準宅地に係 る収益価格及び鑑定評価価格

なお、平成6年 度評価替 えか ら鑑定評価が導入 されているので、前回め 「精通

者価格」に代 えて 「鑑定評価価格」 を用いた。

―2―



4調 査結 果

ア 概 要

全 国の245地 点 につ い て、収 益価 格の鑑定 評価 価格 に対す る割合(以 下

「収益価 格割 合」 とい う。)を み る と、表-1の とお りとなってお り、概 ね60

%か ら90%の 範 囲内 に集 中 し、全 地点 の平均 割合 は73.9%と なって いる。

表-1 収益価格の鑑定評価価格に対する割合

区 分

全

体

地

点
数

構
成
比

30%以 上

40%未 満

2

%
0.8

40%以 上

50%未 満

4

%
1.6

50%以 上

60%未 満

17

%
6.9

60%以 上

70%未 満

67

%

27.3

70%以 上

80%未 満

84

%

34.3

80%以 上

90%未 満

53

%

21.6

90%以 上

100%未 満

16

%

6.5

100%以 上

110%未 満

1

%

0.4

110%以 上

120%未 満

1

%

0.4

計

245

%
100.0

全地点の

平均割合

%

73.9

(参考)前 回調査(収 益価格の精通者価格に対する割合)

区 分

全

体

地
点

数

構

成
比

50%未 満

23

16.3

50%以 上

60%未 満

24

%

17.0

60%以 上

70%未 満

28

%

19.9

70%以 上

80%未 満

24

%

17.0

80%以 上

90%未 満

8

%

5.7

90%以 上

100%未 満

18

%
12.8

100%以 上

16

%
11.3

計

141

%
100.0

全地点の

平均割合

%

72.0



地域 別 にみたの が参考資 料の1の(1あ る。30%の 地域 は関東 ・甲信 越地

域 と東 海 ・北 陸 域 に1点 ずつ み られ る。 また、40%の 地域 は北 海道 ・東

北 地域 に1点 、 関東 ・甲信 越地域 に1地 点 、九州地域 に2地 点 とな ってい る。

全体 と して60%上90%満 に245点 の うち204点 が存 す る結 果 とな って

い る。

地域 別の 合計 でみ る と図-1と お りとな って お り、東 海 ・北 陸地域 と九州

地域 が平均 を下回 ってい る。

これを高度商業地区 II と普通住 宅地 区の用途 別 に比 較す る と、図-1と お

りで あ り、 固定 資産税 の土地 評価 に収益 の概 念 を導入す るこ とにつ いて は、別

に述べ る課題 の ほか 、地域性 の違 いが反映 で きる仕 組 みが構築 で きるか どうか

とい う課題 が あ る と考 え られ る。

次 に、用 途 地区別 にみ る と、参考資 料 の1の(3と お りで あ り、繁華街 で は

平均72.9%点) 、高度 商業地 区1は58.4点) 、高 度商業 地区 II

は73.8%点)、 普 通 商 業 地 区 は76.3%点)、 併 用 住 宅 地 区 は78.

%(4点)、 高 級 住 宅 地 区 は67.7%点)、 普 通 住 宅 地 区 は70.9%

地 点)な っ て い る 。

図-1収 益価格の鑑定評価価格に対する割合

(%)全 国

九州 北海道 ・東北

中 国 ・四 国 関東 ・甲信越

近畿 東京圏

東海 ・北陸

全用途

全国平均

全用途

地域別平均

高度商業II

(地域別平均)

普通住宅

(地域別平均)
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イ 基準宅 地の状 況

この収 益価格 割合 を基準宅 地(都 道府 県庁所 在市 と政令指 定都市 の最高路 線

価 を付 設 した街路 に沿接 す る標準 宅地 、49地 点(全 て商業 地))に つ いてみ

る と、表-2の とお りで あ り、概 ね60%か ら90%の 範 囲内 に集中 し、平均 で71

.8%と なって いる。

政令指定 都市(東 京 都特 別区 を含 む。 以下 「大 都市」 とい う。)13団 体 の基

準 宅地 は60%台 に多 くみ られ るが平均 で は69.9%と なって いる。

また、大都市 を除 いた県庁 所在市36団 体 の基準 宅地 も同様 の傾 向にあ るが、

平均 で は72.5%と なって い る。

収益 価 格割合 の平均 は、 アで見 た よ うに住宅 地 を含 む245地 点全体 で73.9%

で あ るこ とか ら、商業 地 におけ る割 合、特 に大都市 におけ る基準 宅地 の割合 が

低 い結果 となってお り、一般 に収益価 格割 合 は住 宅地 よ りも高度 商業 地 にお い

て高 い と言 われてい る傾 向 と異 な った結果 となって いる。

表-2 基準宅地の収益価格の鑑定評価価格に対する割合

区 分

40%以 上

50%未 満

50%以 上

60%未 満

60%以 上

70%未 満

70%以 上

80%未 滴

80%以 上

90%未 満

90%以 上

100%未 満

100%以 上

110%未 満

計

全地点の

平均割合

全

体

地

点
数

1 6 18 11 9 3 1 49

%

71.8

構
成

比

2.0

%

12.2

%

36.7

%

22.4

%

18.4

%

6.1

%

2.0

%

100.0

%

(内訳)

大都市 -
2 6 2 2 1 - 13 69.9

都 市 1 4 12 9 7 2 1 36 72.5
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(注)収 益還元法の新手法

前回調査 と今回調査 との比較で注意すべ き点は、平成7年 地価公示か ら収益

還元法のうちの土地残余法について、理論上の根拠の明確化 とともに、実務上

の改善を図った収益還元法の新手法が適用 されていることである。

新 手法 につ いては、 「III 不動産鑑定評価 における収益還元法 について」で

触 れ られてい る。

2土 地 白書における土地の収益価格についての検討

国土庁 が発 表 してい る 「土地 の動 向に関す る年次報告 」(土 地 白書)に お いては、

平 成2年 度 か ら、代 表的 な地域 につ いて収益価 格の地価 公示価 格 に対 す る割 合が試算

され てい る。

平成7年 度 白書 におい ては、以 下の報告 が な され てい る。

第2節 土地の収益価格 についての検討

(1)不 動産の鑑定評価 に当たっては、1不 動産の再調達に要する原価 に着 目して求

める方法(原 価法)、2不 動産の取引事例に着目 して求める方法(取 引事例比較

法)、3不 動産から生み出される収益 に着 目して求める方法(収 益還元法)に よ

りそれぞれの試算価格を求め、これ らを相互 に関連付けることにより調整 し、鑑

定評価額 を決定す ることとされている。収益価格は、3の 収益還元法により当該

土地が将来生み出すであろうと期待 される純収益(総 収益から総費用を控除 した

もの)の 現価の総和 として求められるものであ り、不動産の鑑定評価 において、

不動産の価格が当該不動産の収益性を反映 して形成 されることに着 目して求め ら

れる試算上の価格であるので、必ず しも市場における正常な価格 を示す ものでは

ない。

平成8年 地価公示 において も、平成7年 地価公示から導入 した収益還元法の新

手法 を適用 して収益価格 を算 出 したが、この新手法は、収益還元法のうちの土地

残余法(不 動産が敷地 と建物等 との結合により構成 されている場合 において、収

益還元法以外の手法 によって建物等の償却資産の価格が求めることがで きるとき

に、当該不動産に基づ く純収益から建物等に帰属する純収益を控除 した残余の純

収益 を還元利回 りで還元 して土地価格 を求める方法)に ついて、理論上の根拠の

明確化 とともに実務上の改善を図ったものである。

具体的には、従前の手法 に比べ、1賃 料の変動 を前提 とするより現実に近づけ

た還元手法の採用、2還 元利 回 り等を定める具体的な方法の明確化、3建 物の建

築期間等の未収入期間及び建物の取 り壊 し費用の考慮等 を行った ものである。

(2)平 成8年 地価公示 に関す る資料 を基に、商業地域において、収益価格 と公示価

格の関係 をみると次の とお りである。

収益価格の公示価格 に対する割合を代表的な高度商業地域についてみると、東

京都の丸の内地区と西新宿地区で8割 前後、銀座地区で7～8割 、大阪市の梅田、

船場地区で7割 前後であ り、昨年 とほぼ同 じ結果 となっている。これは、地価が

―6―



下落す る一方 で 、土地 の収益性 に影響 す る賃 料 が地価 とほ ぼ同程度 に下落 して い

る こ と等 に よる と考 え られ る。 また、他 の政令指 定都市 の高度 商業 地域 におい て

も、収益 価格 の公 示価 格 に対す る割 合は上記 の地 域 と同様 、7～8割 となって い

る。

(3)な お 、収益価 格 は還元利 回 りの わず か な違 い に よ り大 き く変動 す る もの であ り、

仮 に、還 元利 回 りを1%低 く設 定 した と きには、 丸の内地 区や西 新宿地 区 をは じ

め とす る高度 商業地域 では収益価 格 は公 示価 格 にほぼ等 しい水 準 となる。金利 は

この ところ低 い水準 で推 移 してい るこ とを考慮 して、収益価 格が あ る程度 の幅 を

持 つ もの と して捉 え るな らば、現 在の地 価 は、収益価 格 にかな り近 い水準 になっ

てい る もの と考 える こ とが で きる。

平 成2年 度以 降 の土地 白書 の内容 につい ては、参 考資料 の4に 見 る とお りであ るが 、

大都市 におけ る高度 商業地域 におい て若干 のば らつ きはあ る ものの概 ね7～8割 の高

い水準 にあ る とされてい る。

3ま とめ

平成8年 にお け る収 益 価格 の鑑定 評価価 格 に対 す る割合 を分 析 した結果 、全 国平均

で は前 回調査 と同 じ く概 ね7割 程度 となって いる。 また、 その分布 は、60%か ら90%

の範 囲内 に集 中す るな ど前 回調 査 と比 べ て偏 りが少 な くなってい る。

しか し、1の イで触 れた ように大都 市の 商業地域 におけ る割 合が相対 的 に低 い な ど、

一般 に考 え られ てい る傾 向 とは異 な った部分 も見 うけ られ る
。

今 後 、更 に用途別 地点 数 を増 やす等 に よ り、分析 を深 めて い く必 要 があ る と思 われ

る。
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III 不動産鑑定評価 における収益還元法 について

不動産 の価格 は、現実 の市 場 にお ける取 引価 格 を基準 に考 え るこ とが で きる し、 また、

その不動産 の収益価値 や利用 価値 を基準 に考 え るこ ともで きる。不動 産 の市 場 におけ る

取 引価 格 の変動が激 しい時期 には、先走 りが ち な取引価 格 をチ ェ ックす るため に、不 動

産 の収 益力 か らの ア プローチが重 要 とな る。平成 元年 の土地基本 法制 定以 来、公 的評価

の均 衡 化 と歩 調 を合 わせ、総 合的 な土地対 策の 一貫 として、不動 産 の収益力 か らの ア プ

ローチの方法 と しての 「収益 還元法」 につ い て、そ の精度 を高 め るため に新 しい手法 の

導入 につ いての検討 が行 われ て きた ところであ る。その成 果 は国土庁 が毎年発 表 してい

る地価 公示 な どへ反映 され て きて いる ところで あ る。

この ような状 況の 中で、収益 還元法 の新 しい手法 につ いて理論 面や実態 面 な ど多様 な

視 点 か らの研究 の成果 を踏 まえて、収 益還元 法 の新 手法 が導入 され てい る。

以下 、 この収益 還元法 の新手 法 につい て述 べ てみ るこ ととす る。

1収 益還元法新手法の基本的な考え方(従 来の手法 との違 い)

(1)不 動産鑑定 士等 が鑑定評価 を行 う うえで実践 的 な理論 規範 と してい る 「不動 産鑑

定評価 基準」 によれば、収益 還元 法 とは、不動 産の価格 を求 め る場合 の手法 の一つ

で あ り、鑑定 評価 の対 象 であ る不動 産が 将来生 み出す であ ろ うと期待 され る純 収益

の現価(現 在価 値)の 総和 を求 め る手法 をいい、収益還 元法 に よって求め られた価

格 を 「収益価格 」 とい う とされ てい る。

(2)収 益価 格 を求め る場 合 に、従来 の手法 で は、毎期 末 に得 られ る純収益 を一定 と し、

そ の一定額 の純収益 の現 価 の総和 を求 めてい た。

毎 年一定 の純収益(こ こで は100万 円 とす る)が 永 久 に得 られ る場 合の収益価

格 を利 回 り6%で 計算 す る と、次 の とお り約1,667万 円 とな る。

1年 目期末

2年 目期末

純 収 益

100万 円

100万 円

純 収 益 の 現 価

100万 円/(1+0.06)

100万 円/(1+0.06)2

n年 目期末 100万 円 100万 円/(1+0.06)n

純収益の現価の総和
(収 益 価 格)

100万 円/0.06≒1,667万 円
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(3)新 手法 で は、毎期 末 に得 られ る純収 益 を一定 とは考 えず、経 済の成 長や 一般物価

の上昇 な どを反映 して不動産 の賃 料 が中長期 的 には上昇 して きて いる こ とを考慮 し

て、 各期 の純 収益 は一定 の変動率 に よ り毎期 変動 す るこ とを前提 と して いる。

例 えば、毎 年純収益 が 一定率(仮 に毎期2%上 昇)で 変動す る場合 の永久 に得 ら

れる純収益 の現 価 の総和 であ る新 手法 に よる収益価 格 は、次 の ようにな る。

1年 目期末

2年 目期末

3年 目期末

純 収 益

100万 円

102万 円

約104万 円

純 収 益 の 現 価

100万 円/(1+0.06)

102万 円/(1+0.06)2

104万 円/(1+0.06)3

n年 目期 末 100万 円 ×(1+0.02)n-1

純収益の現価の総和
(収 益 価 格)

100万 円 ×(1+0.02)n-1/(1+0.06)n

100万 円/(0.06-0.02)≒2,500万 円

この ように新 手法 に よる収益価 格 は、純収益 が一定 で あ る従来 の手法 と比べ て、純

収益 が上昇 す る分 だけ高 めの価 格 となる こ ととなる。

しか し、新手 法 は収 益価 格 を高 く試算 す るための手 法で は ない ことに留 意す る必 要

が ある。従 来 の手 法 で は還 元利 回 りに純 収益 の変動 な どの様 々 な要 素 を考慮 して、還

元利 回 りを通常 の長期投 資 の利 回 りよ りも低 く設定 してい た こ とに よる ことか らであ

る。

2基 本的数値の捉 え方(基 本利率 と純収益の変動率)

新手法 は、一定率 で純 収益が 変動 す るこ とを前提 として、 その変動す る純収益 の現

価 の総和 を求 め る手 法 であ る。

新 手法 を適用 す る うえで、基本 的 に重 要 な概 念 と して、次の が2つ が あげ られ る。

1純 収益 をどの程度の利回 りで現在価値 に割 り戻すのか。

2純 収益の変動率 として適切な率はどの程度 なのか。

(1)基 本 利 率 の考 え方

純収益 を現在価値に割 り戻すための利回 りを、新手法では 「基本利率」 と定義 し

てい る。

基本 利率 は、資 産 と しての不動 産 につ い て、 その運用 に よ り生 み出 される純収益

の利 回 りと考 える こ とが で きる。不動 産 を投 資 の対象 と してみ た場 合、他 の金融資

―9―



産 や設備投資 な どの実物資 産 と比 べ て、投資対 象 と して の危険性 や流動性 、 さらに

は資 産 としての安全性 な どが異 な る ものの 、その利 回 りについ て は他 の投 資対 象 と

競合 関係 にあ る と考 え られ る。

す なわ ち、投 資 を行 うため の 自己資 金や借 入資金 の調達 のた め に必要 な コス トの

ほか、投 資 に伴 う様 々 な危 険 に対 す る プレ ミアム(危 険 に備 えるため の一定の利 幅)

を もカバ ー で きる ような利 回 りが得 られ なければ、 その投資 は採算 に合 わ ない こと

になる。

したが って、不動 産の投資 利 回 りで あ る基本利 率 は、通常 必要 とな る資 金調達 コ

ス トに投 資の危 険性 に対す るプ レ ミアム を含 む適 正 な利 潤率 を上乗 せ した利 率 と考

え るこ とがで きる。

基本利 率 は、長期 的 な金利 動 向 に配慮 しつつ 、不動 産投資 の危険性 な どを考 えて

適 切 に設 定す る必 要 があ る とい え る。

(2)純 収益の変動率の捉 え方

不動産 が生 み出す純 収益 は、不動 産 を運 用 して得 られ る総収 益 か ら、 その収益 を

獲得 す るため に要 した総費用 を控 除 して求め る ことが で きる。

収益還元 法 におい て は、通常 、不 動産 の総 収益 は不動 産 を賃 貸 した場合 に得 られ

る賃貸収 入 を考 え る。 賃貸収 入 と して は家賃の ほか に地代 もあ るが 、土地 や土地建

物 の鑑定 評価 におい ては家賃 を基準 と して収益還 元法 を適用 す るこ と とな る。

住 宅家賃 の過去 の動 きは、経 済成 長率 や一般物価 の上 昇率 な どに概 ね連動 した も

の となってい る。

総費用 に は家賃 収入 を得 るため に必 要 となる修 繕費 、維持 ・管理費 、固定資 産税

や都 市計画 税 とい った公 租公 課、損 害保 険料 、借 家人 の入れ替 わ りな どに よる空室

等 に よる損 失相 当額 な どが含 まれるが 、基本 的 には総収益 と同様 、経 済成長 率や一

般物 価 の上昇率 に概 ね連 動 して いる と考 えて良 い もの であ ろ う。

この こ とか ら、総収益 か ら総費用 を控 除 して求 め た純 収益 の変動率 は、家 賃の変

動 と概 ねパ ラ レル な関係 にあ る考 え られる。

最 近 、大 都市 を中心 にオ フ ィスや住 宅 の家賃 の低 下 が続 いてお り、当面 は この

ような傾 向が続 くと思 われ るが、将 来 的には安定 的 に推 移 してい くもの と予想 され

る。

仮 に、今 後3～4年 間、毎 年4%程 度 の家賃 の下落が 続 き、以後毎 年2%程 度 の

上 昇が続 くとす る と、30年 後 までの毎年 の家賃 の平均 上昇率 は約1.2%～1.4

%と なる。

したが って、 オ フ ィスや住 宅 とい った建物 の用 途 に応 じた長 期的 な家賃 の動 向 に

配慮 しつつ、純 収益 の変動率 を設定 す る必 要が あ る。

3更 地の評価 における新手法の適用(土 地残余法)

(1)土 地残余 法
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更地 の評価 にお いて は、その土 地の上 に最有効 使用 の建物 を建 築 し、 これ を賃貸

す る こ とを想定 す る。す なわ ち、新 たに建物 を建 て、そ の建 物 を賃貸 した場 合 に得

られ る家賃 収 入 を もとに土 地の収 益価値 を考 え る こ ととな る。

家賃収 入(敷 金等 の一 時金 の運 用益 及び償却 額等 を含 め収入合計 を 「総収益 」 と

い う。)を 得 るため には、修繕 費、維持 ・管 理費 な どの 費用 を要 す るので 、 これ ら

費 用(こ れ を 「総 費用」 とい う。)を 総収益 か ら控 除 して純収益 を求 め る。

この ように して求め られた純 収益 は、土地 と建物 が一体 とな って獲 得 した もの で

あ るか ら、 ここか ら建物 か ら得 られ た純収益(建 物 に帰属 す る純 収益)を 差 し引 い

て、土地 か ら得 られ る純 収益(土 地 に帰属 す る純収 益)を 求 め るこ とがで きる。 そ

して、 この土 地 か ら得 られ る純 収益 を資本 還元 して収益価 格 を求 め る こ とにな る。

土地 と建物 か ら得 られ る純収益 の うち、建 物 か ら得 られ る純収 益 を控除 した残余

の部分 を土地 か ら得 られ る純 収益 と して捉 える ことか ら、収益 還元法 の うち更地 の

収益価 格 を求め る この手 法の こ とを土地残余 法 とい う。

(2)従 来の手法 による土地残余法

従来の手法 による土地残余法は、純収益 を一定 と仮定 して償却後の純収益か ら土

地に帰属す る純収益を求め、これ を還元利 回りで還元 して収益価格 を求めていた。

〔従来の手法 による土地残余法の適用例〕

1総 収益(家 賃収入等の総額)

150,000,000円

2総 費用(減 価 償却 費、修繕 費 、維持 ・管理 費、公租 公課 、損 害保 険料 、

貸倒 れ準備 費、空室 等 に よる損 失相 当額)

50,000,000円

3償 却後の純収益(1-2)

100,000,000円

4建 物 に帰属 す る純収 益(建 物価 格 ×建 物 の還元利 回 り(償 却率 を含 まない。))

1,100,000,000円 ×6%

=66 ,000,000円

5土 地に帰属す る純収益(3-4)

34,000,000円

6収 益 価 格(5÷ 土 地 の 還 元 利 回 り)

34,000,000円 ÷4%

=850 ,000,000円
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土地及 び建 物 か ら得 られ るであ ろ う純 収益 を求め る場合 、総収益 か ら建 物投資 額

の 回収分、 す なわ ち減価償 却費 を総費用項 目の一つ と して控 除 してい たので、建物

の還元 利 回 りは この償却分 を含 まない利率 を採用 してい た。

(3)新 手 法 に よる土地 残余法

この ように、従来 の手法 に よる土地残余 法 は純 収益 を一定 と してい たのでその計

算 は理 解 しやすい もので あ ったが 、新 手法 による土 地残 余法 は純収益 が一定 率で変

動す る こ とを前提 と して い るの で、非常 に複雑 な計 算 をす る必 要が あ る。

新手 法 に よる土地残 余法 の査定手順 は、概 ね次 の とお りであ る。

1純 収益(土 地及び建物等に帰属する純収益)の 査定

更地に最有効使用の建物等を建設 し、 これを賃貸す ることを想定 して

そこか ら得 られる総収益か ら減価償却費 を除 く総費用 を控除 して、土

地及び建物等に帰属する純収益 を求める。

2建 物等に帰属する純収益の査定

建物等 に帰属する純収益が変動す ることを前提 に、純収益のうち、建

物等への投資 に対する期待収益分及び建物投資額の回収分 として、建

物等に帰属 させる必要がある部分 を求める。

3土 地 に帰属する純収益の査定

純収益か ら建物等に帰属する純収益 を控除 して、土地 に帰属する純収

益 を求める。

4未 収入期間を考慮 した土地に帰属する純収益の査定

最有効使用の建物等の建設期間について収入が得 られないことを考慮

した場合の土地に帰属する純収益 を求める。

5収 益価格の査定

上記の土地 に帰属する純収益 を、純収益が変動する場合の還元利回 り

で還元 して、収益価格 を求める。
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1純 収益(土 地及び建物等 に帰属する純収益)の 査定

純収益は、従来の手法 と同様 、更地に最有効使用の建物等 を建設 し、これを賃

貸するこ とを想定 して、家賃収入等 を総収益か らその収入を得 るために要す る総

費用を控除 して求める。

従来の手法 と異なるのは総費用の捉 え方である。従来の手法では減価償却費を

総費用の一項 目としていたが、新手法では減価償却費 を総収益か ら控除する費用

として取 り扱わず、建物等 に帰属する純収益 に含めて取 り扱 っている。このこと

は、建物等に帰属する純収益を広義に解釈 していることになる。建物等への投資

に対 して期待 される純収益 は、その投資に対する一定の期待収益分 と償却資産で

ある建物等への投資額の回収分で構成される と考 えている ものである。

このように減価償却費が総費用から除かれる一方、 「建物等の取壊費用等の積

立金」が総費用の項目として追加 された。

2建 物等に帰属する純収益 の査定

新手法では、建物等 に帰属する純収益について も、一定率で変動す ることを前

提 に考 えている。

純収益 の変動がないとすれば、建物等に帰属す る純収益 は、建物等への初期投

資額である建物価格に、投資 に対す る一定の期待収益分 と償却資産である建物投

資額の回収分で構成 される利回りである基本利率を乗 じて得た額として求められる。

しか しなが ら、純収益が一定率で変動する場合には、土地及 び建物等 に帰属す

る純収益が一定率 で変動 しているので、その純収益のうち建物等へ配分 される額

も一定率で変動 させる必要があるものである。

例えば、基本利率 を6%、 純収益の変動率 を2%、1年 目の建物等 に帰属する

純収益の名 目額 をBと すると、1年 目期末の建物等に帰属す る純収益の現価 はB

/(1+0.06)と なり、各年期末の建物等に帰属する純収益の現価 は次の と

お りとなる。

1年 目期末

2年 目期末

3年 目期末

B/(1十0.06)

B×(1十0.02)/(1十0.06)2

B×(1十0.02)2/(1十0.06)3

n年 目期末 B×(1十0.02)n-1/(1+0.06)n

ところで、建物等への初期投資額 に対 して一定の期待収益 を確保 し、かつ、そ

の投資額 を回収するためには、これ らの合計金額が建物等の初期投資額 と等 しく

なる必要がある。

この ように一定率で変動する建物等に帰属す る純収益の現価 の総和が建物等の

初期投資額 と等 しくなるような建物等の初期投資額に対する利率のことを 「元利
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逓増 償還率」 とい う。

建物 等 に帰 属す る純収益 は、建物等 の初期 投資 額 にこの元利 逓増償還 率 を乗 じ

て求 め る こと とな る。

3土 地に帰属する純収益の査定

従来の手法 と同様、純収益(土 地及び建物等に帰属する純収益)か ら建物等 に

帰属する純収益を控除 して求める。

4未 収入期間を考慮 した土地に帰属する純収益の査定

最有効使用の建物等の建設期間中は収入が得 られないので、その未収入期間を

考慮 した土地に帰属する純収益 を求める必要がある。最有効使用の建物等の建設

に必要な期間、す なわち未収入期間をm、 最有効使用の建物等の経済的耐用年数

をnと すると、実際の収益 の名 目額は下図の初年度を基点 とす るn年 間の台形状

の太い実線で表 されるが、この太い実線 を均 らせば価格時点 を基点 とするm+n

年間の台形状の細い実線の とお りとなる。 この ようにLをL'に 修正するための

率である 「未収入期 間修正率」 を求める。

名

目

収

益

額

L(l+g)m

L L'

期間

価

格

時

点

m 初

年

度

n

土地に帰属する純収益 に未収入期間修正率 を乗ずれば、未収入期 間を考慮 した

土地 に帰属する純収益 を求めることがで きることとなる。

5収 益価格の査定

未収入期間による修正を考慮 した土地に帰属する純収益 も、土地及び建物等に
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帰属す る純収 益 と同様 、一定 率 で変 動す る こ ととなる。

例 えば 、未収 入期 間 に よる修正 を考慮 した土 地 に帰 属す る純収益 が1年 目に1

00万 円、 基本利 率 を6%、 純収益 の変 動率 を2%と すれ ば、1年 目期 末の現価

は100万 円/(1+0.06)と な り、各期 末の純 収益 の現価 及 び収益価 格 は、

次 の よ うに なる。

純収益 純収益の現価

1年 目期末

2年 目期末

3年 目期末

100万 円

102万 円

約104万 円

100万 円/(1+0.06)

102万 円/(1+0.06)2

104万 円/(1+0.06)3

n年 目期末 100万 円 ×(1+0.02)n-1 100万 円 ×(1+0.02)n-1/(1+0.06)n

純収益の現価 の総和
(収 益 価 格)

100万 円/(0.06-0.02)≒2,500万 円

収益価格は、未収入期間による修正 を考慮 した土地に帰属す る純収益 を還元利回

り(基 本 利率(r)-純 収益 の変動率(g))で 資 本還元 した額 とな る。

(出 典: 「収益還元法新手法の手引 き」財団法人日本不動産研究所鑑定審査部発行)



IV 固定資産税における今後の土地評価のあ り方 について

平 成6年 度 評価 替 えにお いては、宅 地の評価 におい ていわ ゆる7割 評価 が導 入 され 、

固定資 産税評価 におけ る均 衡化 ・適正化 に向け大 きな一歩 が踏 み出 された。

平 成9年 度 評価 替 えにお いて は、7割 評価 が引 き続 き推 進 され る一方 、基準年 度 に

お いて価 格調 査基準 日以 降の地価 下落 につ いて簡易 な方法 で評価 額 を修 正す る こ とと

されたほか 、地方 税法 の改 正 に よ り従 来価格 を据 え置 くこと とされ ていた第2年 度、

第3年 度 におけ る地価下 落 につ いて も、 自治 大 臣が告 示す る修正 基準 に よって価 格 を

修正 す る措置 が講 じられ るこ ととなって いる。

また、平成9年 度評価 替 えか ら全路線 価等 が公 開 される な ど、固定資 産税評価全 般

につ いて様 々 な改 革が進 め られて い る。

固定資産税 におけ る今 後の土 地評価 の あ り方 につい ては、平成9年 度評価 替 えの結

果 や今 後 の地価動 向 を踏 まえて検 討 され る ことにな る と思 われ るが、本研 究委 員会 に

おいて は、検 討 の視点 と して、特 に次 の事項 につ いて指摘 してお きたい。

1地 価公示価格 を基準 とする評価のあ り方について

固定資産 税の土 地 の評価 方法 につ いて は、現行 の売買 実例価額 方式 に代 えて収益還

元 法 によ り評価 すべ きであ る との意見 をは じめ様 々 な見解 が示 され てい る ところで あ

るが、現 時点 では公 的土地評価 につ い て相互 の均衡 と適正 化 を図 るため、地価公 示価

格 を基準 と してその7割 レベ ル で評価 す る方 法 は基本 的に妥 当な手法 であ る と考 え ら

れ る。 こ こで は、地価公 示価 格 を基準 として評価 す る方法 の妥 当性 につい て検討 す る

と した場 合 に必 要 な視 点 につい て述べ る こと と した い。

(1)公 的土地評価 の均 衡化 ・適正化 の要請

固定 資産税 の平成6年 度 評価替 えか ら7割 評 価が 導入 された経緯 は表-3の とお

りであ り、 この 中で強 く要請 され た公 的土地評 価 の均 衡化 ・適正化 につ いて配慮す

べ きであ る こ と(参 考資料 の2参 照)。
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表-3 土地基本法以来の経緯

年 月 日

平成 元. 12.22

2.10.29

2.10.30

2.12.19

3.1.25

3.11.14

3.12.19

4.1.22

5.3.24

3.29

機 関 等

法 律

土地政策審議会

政府税制調査会

政府税制調査会

閣 議 決 定

中央固定資産

評 価 審 議 会

地方税法第

388条 の2

によ り設 置

政府税制調査会

自 治 省

衆 参 両 院

地方行政委員会

題 名

土 地 基 本 怯

土地政策審議会答申

土地税制のあり方に

つ いての基本答 申

平成3年 度の税 制

改正 に関す る答 申

総合土地政策推進要綱

平 成6年 度 評 価

替 え の 基 本 方 針

平成4年 度の税 制

改正 に関す る答 申

「固定資産評価基準の

取扱いについて」の依

命通達 の一部改 正

地方税法改正の審議に

お ける参考人質 疑

内 容 (要 旨)

第16条 国は、適正な地価の形成及び課税の適正化に資するた

め、土地の正常な価格を公示するとともに、公的土地評価

について相互の均衡と適正化が図られるように努めるもの

とする。

地価公示、相続税評価及び固定資産税評価の公的土地評価につい

ては、相互の均衡と適正化を図るべきであり、その際、国民が理

解しうるよう明確かつ具体的に推進する必要がある。

(略)て 最終的には評価水準を収益価格のレベルに引き上げる

こととし、て(中 略)て 地価公示制度の中で収益価格も併せて公

示される場合には、公的土地評価相互間の均衡の確保の観点か

ら、その価格を固定資産税評価の中で活用し、土地の評価の均衡

化・適正化を図っていくべきである。

平成6年 度以降の評価替えにおいては、土地基本法第16条の規定

の趣旨等も踏まえ、速やかに、地価公示価格の一定割合を目標

に、評価の均衡化・適正化を推進すべき

平成6年 度以降の評価替 えにおいて、土地 基本法第16条 の規定の

趣 旨を踏 まえ、相続税評価 との均衡 にも配 慮 しつつ、速やか に、

地価公示価格の一定割合 を目標 に、 その均 衡化 ・適正化を推進す

る。

平成6年 度の土地の評価替 えにお いては、て(中 略)て 地価公示

価格 の一定割合を 目標 に、評価の均衡化 ・適正化 を図 ることとす

る。

一定割合の具体的数値 については
、 …(中 略)…7割 程度と し、

依命通達等の改正によって明示す る。

(平成2年12月19日 の当調査会の指摘を受けて)自 治省において

は、…(中 略)… 平成6年 度 の評価替えにおいて、地価公示価格

の7割 程度 を 目標に評価 の均衡化 ・適正化 を図 ることとし、今

回、当調査 会に その 旨の 報告が あ った。 この場 合において、…

(中略)… 税負担に急激 な変化が生 じないよ う総合的かつ適切

な調整措置を講ずるべきである。

宅地の評価 にあた って は、…(中 略)… 地価公示価格…(中 略)

…を活用す ることとし、 これ らの価格の元定割合(当 分の間この

割合 を7割 程度 とする。)を目途 とす ること。

固定資産税の評価替え(7割 評価)と 総合的な税負担の調整措置

等の改正内容について、基本的に賛意が示された。

7割評価を前提にして総合的な税負担の調整措置を決定

5.3.31

6.2
～

6.4

6.11.14

法 律

市 町 村

中央固定資産

評 価 審 議 会

地方税 法等の一 部

を 改 正 す る 法 律

平成6年 度評価替えの

実施(価 格の決定)

平 成9年 度 評 価

替 え の 基 本 方 針

住宅用地に係る課税標準の特例措置の拡充

評価の上昇割合に応じた暫定的な課税標準の特例措置の創設よ

りなだらかな負担調整措置の導入

・地価公示価格等の7割 を目途に評価替えを実施

・全標準宅地に係る路線価等を公開

・課税資産の内訳書の添付を推進

・7割 評価 によ る均衡化 ・適正化 を引 き続 き推進す る
。

・奥行価格逓減率表等の改正 を行 う。

・可能な限 り全路線価等 の公 開を行 う
。

―17―



(2)公 的土 地評価 の1つ で ある相続税 にお け る土地 の価額 につ いて は、地価 公 示価格

の80%程 度 を 目途 に評価 を行 うこ ととされ てい るが、 その理 由 と しては、1仮 に売

り急 い だ と して もそ の売買価 額が評価 額 を下 回 らない ようにす る こ と、2相 続 税の

課税 に当た って評 価時 点で あるその年 の1月1日 以 後の地価 変動 に も耐 え得 る もの

であ るこ とが必 要で ある こ と等 の評価 上の安全 性 を配慮 して いる もの とされてい る。

また、最 近の裁 判例 にお いて、7割 評価 を適 法 であ る とす る理論 的説 明 としてい

わゆ る評価 の安全性 に言 及 してい る と思 わ れる ものが出 され てい る。例 え ば、平 成

8年9月11日 の東 京地方裁 判所判 決 は、 以下 の ように述べ てい る。

東京 地方裁 判所判 決(抄)(平 成8年9月11日)

「標準 宅地 の適正 な時価 を公示価格 の算 定 と同様 の方 法で行 った個 別評価額

の一定割 合 とす るこ とは、評価 基準等 に よる大量 的評価 方法 に内在す る誤差 の

是 正方法 と して合理性 を有 し、 また、固定資 産税 が所有 に係 る資 産 の価 値 に着

目す る もの であ る との税 の性格 を考慮 して、税額 の算定過程 の基礎 とな る標準

宅 地の価格 につい て調 整 を加 え るこ と も課税 処分 の方法 と して許容 され る もの

とい う ことが で きる。

(中 略)

評価 基準 等 に内在す る誤差 を考慮 す れ ば、評価基 準等 が技 術 的、 中立 的基準

で あ る以 上、理念 的 には客観 的時価 を下 回る場 合 とこれ を超 える場 合 が生ず る

こ とにな るの であ るか ら、少 な くとも評価額 が客観 的時価 を超 え る とい う事態

が生 じない よ う、予 め減額 した数値 を もって計 算 の基礎 とな る標準 宅地 の 「適

正 な時価」 として扱 うこ とは合理 的 な方法 とい うべ きで あ り、 また、評価 手続

上 、賦 課期 日の時価 が予 測値 にな ら ざるを得 な いこ と、 あるい は固定資 産税の

前記性 質 に照 ら して 、課 税標準 の特例 以外 に も一般 的 な負担 軽減方 法 と して

「適 正 な時価 」 を予 め控 えめ に評 定す るこ とも課税処 分 の謙 抑性 に反 しない限

度 で許 され る もの とい うべ きであ る。

その意味 で は、公示価 格の算定 と同様 の方法 で評価 した標 準宅地 の価格 のお

よそ7割 を もって、 その適正 な時価 と して扱 うこ とは、法 の禁ず る もの で はな

く、7割 評価 通達 には合理性が あ り、 これ に従 った評価 は適 法 と言 うべ きであ

る。」

この判 決 に対 しては控 訴 が なされ、現 在控 訴審 にお いて審理 中であ り、確定 した

もので はない。 しか し、 これ ら評価 の安全 性 の考 え方 は検討 に値 す るテーマ であ ろ

う。

2固 定資産税の土地評価 における収益還元法の活用について

(1)現 行評価 制度

かつて、固定資産税 における土地評価 においても賃貸料等の収益 を基準 として評

価 を行っていた時期 もあったが、昭和34年 に設置 された固定資産評価制度調査会に
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おい て評価 方法 が検 討 され た際、売 買実例 方式 、収益 方式 それぞ れ につ いて比較検

討 した結 果 、売 買実 例価 格 を基 準 とす る ことが妥 当 であ る との結論 が得 られ た とこ

ろで あ り、 これ を受 けて、昭和39年 度 の評価 替 え以 来 、売買実 例価額 方式 が取 りい

れ られ て いる ところで あ る。

(参考)

固定資産評価制度調査会答申(抄)(昭 和36年3月)

第2評 価制度改正 にあたっての基本的な考 え方

II 各資産の評価方法の原則

1土 地

土地 の評価 は、売買実例 価格 を基準 として評価 す る方 法 に よるべ きであ る。

土地 の評価 方法 につ いて は、売買実例 価格 を基準 と して評 価 す る方法 の ほ

か、農地 につい ては、耕作 に よる収益 額 を資 本還元 して評価 す る方法 、その

他 の土地 につ い ては、賃貸 料等 の収益 を基準 として評価 す る方法 が考 え られ

るが、農 地 の耕作 による収 益額 、資本 還元率等 につい て客観的 な数値 を見い

だす こ とが 困難 であ る し、 また、そ の他 の土 地 の実 際賃貸料 等 は、種 々の事

情 に よ りはなは だ しい格差 が あ り、評価 の基準 と して と り得 ないので 、土地

の評価 は、各 地 目 を通 じ、売買 実例価格 を基準 として評価 す る方 法 に よる こ

とが適 当で あ る。

(2)収 益 還元 法導 入 をめ ぐる動 き

固定 資産 税の土 地評価 におい て、収益 還元法 を導入 すべ きとの意見 が最近 多 く出

されて いる。 これ らの意見 は、 固定資産 税の性 格論 と関連付 け て主張 され るものが

多 く、固定 資産税 は土 地 の保 有 を前提 に、そ の収益 か ら支払 われ る もの であ るこ と

か ら、そ の土地 の収益性 を基 準 と して、収 益還元 法 を重視 した評価 を行 うことが必

要で あ る とい う主 張が その典 型的 な例 であ る。

この よ うな意見 に対 しては、固定 資産税 は租税法 的 なア プローチか ら見 れば、収

益 税 では な く財 産税 であ り、 固定資 産税が財 産 の所 有 に よって得 られ る収益 か ら支

払 わ れ るこ とを予定 してい る とい う点 はあるべ き負 担水準 の問題 として議 論 され る

べ きであ る。 課税標 準 の問題 とは分 けて考 え る必 要が ある等 の見 解 も一 方で示 され

てい る。

(3)収 益還元法導入上の問題点

固定資産税の土地評価 に収益還元法 を導入す る場合、純収益 を還元利回 りで還元

して対象不動産の価格が求め られることか ら、純収益 と還元利回 りの把握が重要で

あるが、評価実務上、次の ような問題点がある。

ア 収益価 格 は、そ の建物 の利用用 途 に よ り大 幅 に異 なる こ ととな るの で、想定

す る地域 の標準 的建 物 の設 定が 困難 であ る こと。
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イ 収益価格の算定には、想定要因が数多 くあ り、その設定如何が収益価格 に大

きな影響 を及ぼすが、地域性 を反映 した設定が困難であること。

ウ 綿密 な調査 ・資料 の収集 、評価 に要す る事務 員及 び事 務経 費 の大幅 な増 大 と

な る こと。

エ 収益 還元法 は、対 象不動 産の収益 面 での価格 を求 め る方式 で あ り、現実 的 に

収 益 を生 まない土地 につ いて、 この方法 のみ に よ り評価 す る こ とには疑 問があ

る こ と。

(4)今 後の検討課題

固定資産税の土地評価 に収益還元法 を導入する場合の主な問題点については以上

のとお りであるが、不動産の鑑定評価の拠 り所 とされる不動産鑑定評価基準が平成

2年 に改訂 され、取引価格に対する験証手段 として収益還元法が積極的に活用 され

るべ きであ る とされてい る ところであ り、 また、その手 法 につい て も 「III 不動産

鑑定 評価 にお け る収益 還元法 につ いて」 で見 た とお り改 善が加 え られ ている。

今 後 、鑑定評価 におけ る収益 還元 法 の活 用の実 績 を踏 まえつつ、 固定資 産税 の土

地 評価 にお ける収益還 元法 の活用 につ いて研 究 を行 ってい く必 要が あ ろ う。

―20―



参 考 資 料



I今 回の調査研 究 にお ける基礎 デー タ一覧

(1)分 布状況(地 域別)

区 分 合 計
40%未 満

40%以上

50%未満

50%以上

60%未満

60%以上

70%未満

70%以上

80%未満

80%以上

90%未満

90%以上

100%未満

100%以 上

110%未 満

110%以 上

120%未満

35 1 2 9 8 12 3

北海道 ・東北

100.0 2.9 5.7 25.7 22.9 34.3 8.6

30 1 1 1 5 15 4 3

関東 ・甲信越

100.0 3.3 3.3 3.3 16.7 50.0 13.3 10.0

25 10 10 4 1

東 京 圏

100.0 40.0 40.0 16.0 4.0

東 海 ・北 陸

30

100.0

1

3.3

5

16.7

17

56.7

5

16.7

2

6.7

35 6 11 14 2 1 1

近 畿

100.0 17.1 31.4 40.0 5.7 2.9 2.9

45 5 6 18 10 6

中 国 ・四 国

100.0 11.1 13.3 40.0 22.2 13.3

45 2 4 14 17 7 1

九 州

100.0 4.4 8.9 31.1 37.8 15.6 2.2

合 計

245

100.0

2

0.8

4

1.6

17

6.9

67

27.3

84

34.3

53

21.6

16

6.5

1

0.4

1

0.4

(注)上 段:サ ンプル数

下段:構 成比(%)
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(2)分 布状況(都 道府県別)

都道府県名
北海道
青森県
岩手県

宮城県
秋田県
山形県
福島県
茨城県
栃木県
群馬県
新潟県
山梨県
長野県

30%以 上

40%未 満

埼玉県
千葉県
東京都

神奈川県

1

40%以 上

50%未 満

富山県
石川県
福井県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県

滋賀県
京都府

大阪府
兵庫県
奈良県

和歌山県

1

烏取県
島根県
岡山県
広島県
山口県

徳島県
香川県
愛媛県
高知県
福岡県
佐賀県

長崎県
熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

合 計 2

1

1

1

1

4

50%以 上

60%未 満

1

1

1

1

2

2

1

1

1

2

1

2

1

17

60%以 上

70%未 満

1

2

4

1

1

1

1

2

1

3

3

2

2

4

3

1

4

5

1

1

1

3

1

1

1

2

1

3

5

2

3

1

67

70%以 上

80%未 満

80%以 上

90%未 満

3
1

1

2

1

1
3
4
1
2
2
2

2

6

1

1

3

1

3

2

2

3

2

1

4

1

2

5

3

4

2

1

4

1

2

3

84

1

2

2

2

2

3

2

1

1

2

1

1

1

1

3

4

1

2

2

2

4

1

2

1

1

1

1

1

1

4

53

90%以 上

100%未 満

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

2

1

1

16

100%以 上

110%未 満

1

1

110%以 上

120%未 満

1

1

計
5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

10

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

10

5

5

5

5

5

5

5

245



(3)用 途地区別状況(地 域別)

区 分 合 計 繁 華街

高 度

商業I

高 度

商業II

普 通

商 業

併 用

住 宅

高 級

住 宅

普 通

住 宅

北海道 ・東北

35

76.2

14.3

6

69.2

2.4

6

74.0

2.4

7

81.3

2.9

7

80.0

2.9

1

72.0

0.4

8

75.9

3.3

関東 ・甲信越

30

72.7

12.2

3

78.5

1.2

6

72.0

2.4

8

73.0

3.3

5

75.0

2.0

8

69.5

3.3

東 京 圏

25

73.0

10.2

3

69.6

1.2

5

71.7

2.0

6

76.0

2.4

5

75.9

2.0

1

73.2

0.4

5

70.0

2.0

東海 ・北 陸

30

65.1

12.2

4

63.2

1.6

1

52.4

0.4

5

65.7

2.0

7

63.4

2.9

4

75.3

1.6

2

61.7

0.8

7

64.4

2.9

近 畿

35

80.5

14.3

5

80.5

2.0

1

63.0

0.4

6

81.0

2.4

7

83.2

2.9

6

84.9

2.4

2

70.0

0.8

8

79.2

3.3

中国 ・四国

45

77.1

18.4

7

77.3

2.9

1

63.3

0.4

8

74.2

3.3

8

84.0

3.3

10

80.9

4.1

2

72.7

0.8

9

71.6

3.7

九 州

45

71.2

18.4

7

71.0

2.9

1

54.8

0.4

8

75.6

3.3

8

73.1

3.3

8

75.7

3.3

1

55.8

0.4

12

66.7

4.9

合 計

245

73.9

100.0

35

72.9

14.3

4

58.4

1.6

44

73.8

18.0

51

76.3

20.8

45

78.6

18.4

9

67.7

3.7

57

70.9

23.3

(注)上 段:サ ンプル数

中段:平 均収益価格割合

下段:構 成比(%)
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(4) 用途地区別状況(都 道府県別)
区 分

都道府県名

北海道
青森県

岩手県

宮城県
秋田県

山形県

福島県
茨城県

栃木県
群馬県

新潟県
山梨県

長野県
埼玉県

千葉県
東京都

神奈川県
富山県

石川県
福井県

岐阜県
静岡県

愛知県
三重県

滋賀県
京都府
大阪府

兵庫県
奈良県

和歌山県

烏取県
島根県

岡山県
広島県

山口県
徳島県

香川県

愛媛県
高知県

福岡県
佐賀県

長崎県

熊本県
大分県
宮崎県

鹿児島県
沖縄県

合 計

繁華街

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

35

高度商業I

1

1

1

1

4

高度商業 II

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

44

普通商業

1

1

1

1

1

1

1

1

2

2

1

1

1

1

1

1

3

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

51

併用住宅

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

2

1

1

1

1

1

1

45

高級住宅

1

1

1

1

1

1

1

1

1

9

普通住宅

2

1

2

1

1

1

2

1

1

2

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

3

1

2

1

1

2

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

3

2

1

1

1

1

1

57
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計
5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

10

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

5

10

5

5

5

5

5

5

5

245



2固 定資産税評価に関する各種答申等

○固定資産評価制度調査会答申(昭 和36年3月)

第2評 価制度改正 にあた っての基本的な考え方

I評 価によって求めるべき固定資産の価格

1正 常 価 格

(中略)関 係諸税の評価の現況にみ られる税種間、資産 間及び市町村間における評価の

不均衡を是正す るためには、評価方法の内容、評価の適正均衡を確保す るための諸措置等

について所要の改善を加 える必要があることはい うまで もないが、まず、評価によって求

めるべ き固定資産の価格についての認識を明確に統一す ることが先決問題であると考える。

この価格 は、さきに述べ たよ うに、関係諸税を通 じ、 いずれ も時価主義をとっているが、

課税の基礎 とな る固定資産 の価格を時価によるものとす ることは、時価が資産の価値を、

通常、最 も適正に、かつ、客観的に表現す るもので あること、過大な、若 しくは不均衡な

評価が行われた場合において も、納税者が比較的容易に判断を下す ことができるので、納

税者の立場 を保護す ることになること等の観点か らして、適切であ ると考える。

この場合における時価 とは、各資産 を通 じ、正常 な条件の もとにおける取引価格(以 下

「正常価格」 とい う。)と考えるべきである。 こことにい う正常価格 とは、直ちに、現実の

取引価格 と同一視すべ きもので はない。現実の取引価格は、当事者間の事情等 によって左

右 され、正常 な条件 と目し得 ない主観的特殊的な条件の もとに成立 しているもの もあるか

ら、正常価格は、現実の取引価格の うち、 このよ うな正常でない条件による部分があると

きは、 これを捨象 して得 られ るその資産 自体の本来の価値を適正に反映 した価格である。

評価方法の内容、評価の適正均衡を確保す るための措置等の検討 にあた っては、評価 に

よって求めるべ き固定資産の価格について、以上のよ うな認識の もとに、統一 した立場 に

おいてなされ るべ きであ る。 これによって、おのずか ら、税種間、資産間及 び市町村間に

おける評価の均衡を確保す る方途を うることができるもの と考え る。

II 各資産の評価方法の原則

1土 地

土地の評価は、売買実例価格を基準として評価する方法によるべきである。

土地の評価方法については、売買実例価格基準 として評価する方法のほか、農地につい

ては、耕作による収益額を資本還元して評価する方法、その他の土地については、賃貸料

等の収益を基準として評価する方法が考えられるが、農地の耕作による収益額、資本還元

率等について客観的な数値を見いだす ことが困難であるし、また、その他の土地の実際賃

貸料等は、種々の事情によりはなはだしい格差があり、評価の基準としてとり得ないので、

土地の評価は、各地目を通じ、売買実例価格を基準として評価する方法によることが適当
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である。

評価の基準とすべき売買実例価格は、現実の売買実例価格に直ちによることなく、当該

売買実例の取引の事情を精査 し、特殊条件に基づ くものを除き、おおむね正常と認められ

るものによるべきである。

○長期税制のあり方に関する答申(昭 和46年8月 税制調査会)

固定資産税の評価については、納税者の不信感を招 くことのないように、相続税の評価額とで

きる限り統一するよう努力すべきであり、また、将来、地価公示制度の充実をまって、課税技術

上可能な限り公示価格と均衡を失 しないような評価をすることについて検討すべきである。

○臨時行政調査会 「基本答申」(昭 和57年7月30日)

土地の有効利用を保有コストの上昇を通じて促進するための税制上の措置を講ずるとともに、

現在多元化 している公的土地評価について公示価格との関連において適正化と一本化を進める。

○総合土地対策要綱(昭 和63年6月28日 閣議決定)

6地 価形成の適正化

(2)土 地評価制度の見直し

イ 公的土地評価の適正化、相互関連の確保

(イ) 固定資産税評価について、固定資産税の性格を考慮 し地価公示との関係に十分配慮 し

つつ、その均衡化、適正化を推進する。また、評価に際して地価公示関係資料の活用を

図るよう地方公共団体を指導する。

○土地基本法(平 成元年12月22日 法律第84号)

(公的土地評価の適正化等)

第16条 国は、適正な地価の形成及び課税の適正化に資するため、土地の正常な価格を公示する

とともに、公的土地評価について相互の均衡と適正化が図られるように努めるものとする。

○土地政策審議会答申(平 成2年10月29日)

6土 地の適正な評価の推進

(地価公示制度)

地価公示制度については、取引事例比較法を重視 した現在の評価方法では投機的要素を完

全に排除しきれず地価高騰の追認になるのではないか等の意見がある。

(公的土地評価の均衡化、適正化)

地価公示、相続税評価及び固定資産税評価の公的土地評価については、相互の均衡と適正
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化を図るべきであり、その際、国民が理解しうるよう明確かつ具体的に推進する必要がある。

(不動産鑑定評価制度)

不動産鑑定評価制度については、土地鑑定委員会から、土地基本法を踏まえ、かつ収益還

元法を重視する等の観点に立った新しい不動産鑑定評価基準が答申されたところであり、今

後、新 しい基準にのっとってより適正な鑑定評価が推進されることが必要である。

○土地税制のあり方についての基本答申(平 成2年10月30日 税制調査会)

第三 土地税制の具体的あり方

一 保有課税

4既 存税制の見直し

(1)固 定資産税

1固 定資産税に係る土地の評価の均衡化 ・適正化

ニ 固定資産税について、土地に対する課税の適正化を図るためには、同税の性格を

踏まえつつ、土地の収益価格を目標として評価の均衡化 ・適正化を計画的に行い、

最終的には評価水準を収益価格の レベルに引き上げることとし、同税を段階的に引

き上げ、中長期的にその強化を図って行くべきである。

その際に、地価公示制度の中で収益価格 も併せて公示される場合には、公的土地

評価相互間の均衡の確保の観点か ら、その価格を固定資産税評価の中で活用 し、土

地の評価の均衡化 ・適正化を図っていくべきである。

○平成3年 度の税制改正に関する答申(平 成2年12月19日 税制調査会)

五 固定資産税及び都市計画税

1な お、近年の著 しい地価高騰の中で、今回の評価替えにおいても、大都市地域を中心に固

定資産税評価の公示価格に対する割合が低下 していることもあり、平成6年 度以降の評価替

えにおいては、土地基本法第16条の規定の趣旨等 も踏まえ、速やかに、地価公示価格の一定

割合を目標に、評価の適正化 ・均衡化を推進すべきである。

○総合土地政策推進要綱(平 成3年1月25日 閣議決定)

第9土 地の適正な評価の推進

2公 的土地評価の均衡化 ・適正化

イ 固定資産税評価について、平成6年 度以降の評価替えにおいて、土地基本法第16条の

規定の趣旨を踏まえ、相続税評価との均衡にも配慮 しつつ、速やかに、地価公示価格の

一定割合を目標に、その均衡化 ・適正化を推進する。
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○平成6年 度評価替えの基本方針(平 成3年11月14日 中央固定資産評価審議会了承)

I土 地評価の均衡化 ・適正化

1平 成6年 度の土地の評価替えにおいては、土地基本法第16条及び総合土地政策推進要綱

(平成3年1月25日 閣議決定)等 の趣旨を踏まえ、地価公示価格の一定割合を目標に、評価

の均衡化 ・適正化を図ることとする。

一定割合の具体的数値については、固定資産税の性格と地価公示制度の趣旨との差異、昭

和50年代の地価安定期における地価公示価格に対する固定資産税評価の割合等か ら7割 程度

とし、依命通達等の改正によって明示する。

○平成4年 度の税制改正 に関す る答申(平 成3年12月19日 税制調査会)

○ 固定資産税の土地評価の均衡化 ・適正化

固定資産税の土地評価については、当調査会は、 「平成3年 度の税制改正 に関する答 申」に

おいて、近年の著 しい地価高騰の中で大都市地域を中心に地価公示価格に対す る割合が低下 し

ていることもあ り、平成6年 度以降の評価替えにおいて、速やか に、地価公示価格の一定割合

を 目標 に評価の均衡化 ・適正化を推進すべ きであると指摘 した ところであ る。

このような指摘を受 けて、 自治省においては、固定資産税の宅地の評価について、土地基本

法第16条 、総合土地政策推進要綱(平 成3年1月25日 閣議決定)等 の趣 旨を踏 まえ、平成6年

度の評価替えにおいて、地価公示価格の7割 程度を目標 に評価の均衡化 ・適正化を図ることと

し、今回、当調査会 にその旨の報告があ った。

○ 「固定資産評価基準の取扱いについて」の依命通達の一部改正

宅地の評価にあたっては、地価公示法(昭 和44年法律第49号)に よる地価公示価格、国土利用

計画法施行令(昭 和49年政令第387号)に よる都道府県地価調査価格及び不動産鑑定士又は不動

産鑑定士補による鑑定評価か ら求められた価格(以 下 「鑑定評価価格」という。)を活用すること

とし、 これ らの価格の一定割合(当 分の間 この割合を7割 程度 とす る。)を目途 とすること。

○平成5年 度の税制改正に関する答申(平 成4年12月17日 税制調査会)

1固 定資産税の土地の評価の均衡化 ・適正化に伴う税負担の調整

(1)固 定資産税及び都市計画税の税負担の調整の基本的考え方

地価公示価格の7割 程度を目標とする平成6年 度の評価替えは、当調査会が 「平成4年 度

の税制改正に関する答申」において指摘 したとおり、基本的に評価の均衡化 ・適正化を図ろ

うとするものであることから、それに伴う納税者の税負担については、急激な変化が生 じな

いよう総合的かつ適切な調整措置を講ずるべきである。

(中 略)

―30―



このため、税負担の総合的かつ適切な調整措置を講ずる際にも、固定資産税収入の伸びは、

少な くとも市町村の財政需要の伸び程度は確保する必要があることに留意すべきである。

また、中長期的には、地方税における所得課税と資産課税等の均衡も考慮 しつつ、固定資

産税等の資産課税の充実を図るべきものと考える。

○今後の税制のあり方についての答申(平 成5年11月19日 税制調査会)

第二 個別税 目についての検討

三 資産課税等

2保 有課税

(1)固 定資産税

市町村の基幹税目である固定資産税については、税源の普遍性や税収の安定性に富み、

市町村税 として最もふさわしい税として、これまでも市町村財政の中で重要な役割を果た

してきたところであり、中長期的に充実を図ることを基本とすべきである。

なお、平成6年 度の評価替えにおいて、土地基本法等を踏まえ、地価公示価格の7割 程

度を目標に土地の評価の均衡化 ・適正化を図ることとしており、これを着実に推進する必

要がある。

○平成6年 度の税制改正に関する答申(平 成6年2月9日 税制調査会)

2土 地税制

現行の土地税制は、平成3年 度の土地税制改革において、

1所 得 ・消費 ・資産等の間で均衡のとれた税体系を構築するという観点から土地に対する課

税の適正 ・公平を確保するとともに、

2土 地基本法の基本理念を踏まえた総合的な土地対策の一環として、税制上の措置が求めら

れたこと

から講じられたものであり、中期答申でも指摘したように、今後 ともその着実な実施に努める

ことが重要である。

○平成9年 度評価替えの基本方針(平 成6年11月14日 中央固定資産評価審議会了承)

<土 地>

1.地 価公示価格の7割 程度を目標 とした土地評価の均衡化 ・適正化を引き続き推進する。

2.価 格調査基準日は、平成8年1月1日 とする。

3.近 年の土地利用、土地取引の実情に鑑み、固定資産評価基準に定める用途地区の区分、奥

行価格逓減率表等及び宅地の比準表の改正を行 う。

4.可 能な限り、市街地宅地評価法適用地域にあっては全ての路線価を、その他の宅地評価法
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適用地域にあっては全ての標準宅地に係る単位地積当たりの価格を公開する。

○平成7年 度の税制改正に関する答申(平 成6年12月15日 税制調査会)

第三章 平成7年 度税制改正について

3土 地税制

(1)固 定資産税

ロ 更に、 「中期答申」においても、平成6年 度の評価替えにおいて、土地基本法等も踏

まえ、地価公示価格の7割 程度を目標に土地の評価の均衡化 ・適正化を図ることとして

おり、これを着実に推進する必要があると指摘 している。

このように、納税者の税負担に配慮 しながら土地評価に対する信頼を確保し、中長期

的にその充実を図るという固定資産税の基本的考え方を今後とも維持 していく必要があ

ると考える。

○平成8年 度の税制改正に関する答申(平 成7年12月15日 税制調査会)

二 平成8年 度の税制改正

4土 地税制

(3)土 地保有課税

ロ 固定資産税

1市 町村の基幹税目である固定資産税については、税源の普遍性や税収の安定性に富

み、市町村税として最 もふさわ しい税として、これまでも市町村財政の中で重要な役

割を果たしてきており、中長期的にその充実を図ることを基本とすべきであると考え

る。

2固 定資産税の土地の評価については、地価の高騰に対して固定資産税評価の水準が

追いついていけなかった地域 も多かったため、結果として地域 ごとに評価の不均衡が

生じることとなり、その均衡化 ・適正化を図ることが強 く要請され、様々な論議を踏

まえた上で、平成6年 度の評価替えにおいて地価公示価格の7割 を目標とすることと

されたものである。

この点に関し、

(イ) 固定資産税は、 7割 評価により資産価値を課税標準として課税する保有課税と

しての本来の姿を取 り戻 しつつある。

(ロ) 固定資産税の税の性格か らすれば、固定資産税の評価水準を必ずしも一律7割

に引き上げる必要はなか ったので はないか。

(ハ) 平成6年 度の評価替えにおいて地価公示価格の7割 を評価の目標としたことは、

土地基本法に定める評価の均衡化と適正化のための当面の現実的な手法として評
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価できる、

といった意見があった。

平成9年 度の評価替えにおいても、土地基本法等を踏まえ、市町村においては、平

成6年 度の評価替えと同様に地価公示価格の7割 程度を目標に土地の評価の均衡化 ・

適正化を着実に推進 しているとの指摘があった。

3固 定資産税については、今回の審議において、現在の税率水準のまま地価公示価格

の7割 評価に基づいて課税 した場合の税負担水準の問題や大都市圏への税源の偏在の

問題、また、3年 ごとの評価替えのあり方や負担調整措置のあり方などいくつかの論

点が議論された。

今後、平成9年 度評価替えの動向もにらみなが ら、市町村の基幹的で安定 した重要

な税であるという点等を認識 した上で、地方分権を推進する必要があること、高齢化

の進展に伴 って地方団体の財政需要が著 しく伸びているということにも十分配慮 しつ

つ、前述の論点も含め固定資産税のあり方について議論を加えるべきである。

○平成9年 度の税制改正に関する答申(平 成8年12月18日 税制調査会)

二 平成9年 度の税制改正

3土 地税制

(2)土 地保有課税

イ 固定資産税

市町村の基幹税目である固定資産税については、税源の普遍性や税収の安定性に富み、

市町村税として最 もふさわ しい税であって、これまでも市町村財政の中で重要な役割を

果た してきているところであり、その安定的確保を図ることを基本とすべきである。

また、固定資産税の土地の評価については、土地基本法等の趣旨を踏まえ、市町村に

おいて地価公示価格の7割 評価を目標とした評価の均衡化 ・適正化を実施 している。

今回の審議においては、現在の税率水準のまま地価公示価格の7割 評価に基づいて課

税した場合の税負担水準、3年 ごとの評価替えのあり方や負担調整措置のあり方などの

論点が指摘されており、これらについて更に論議を深めることが必要である。

○税制調査会(第43回 ～第50回 ―平成8年 度―)の 審議において出された主な意見

・ 地方分権で税源の充実が課題となる。固定資産税が市町村の有力な税源としての役割を果た

しているという意味においても、固定資産税を基幹税制として維持 し、7割 評価を維持すべき

である。

・ 固定資産税の7割 評価は、 この税調での論議 を経て政府の方針 として平成6年 度か ら行われ

た ものであり、軽々に変えるべ きものではな く、定着 させてい く必要がある。

―33―



・ 固定資産税の課税標準は、法律上 は 「適正な時価」 とされてお り、7割 評価を行 って大事に

育てるとい うことは、基本的にはその方向でいいのではないか。収益価値 と資産価値は、狂乱

の地価の時代には乖離する場合 もあるが、地価が安定 して くれば自ず と収斂 してい くのではな

いか。

・ 固定資産税の7割 評価 は、地価の高騰が国民的な課題 となっていた状況において、当時 とし

てはやむを得 なか ったが、その後の状況や固定資産税のあり方が行政サー ビスに対する対価で

あ るとい う意味を考え ると、現時点では考え直すべき面があるので はないか。

・ 平成6年 度か ら固定資産税の評価額を7割 に引き上げた根拠が薄弱であり
、7割 評価の是非

について、基本的な原点 に帰 った議論を行 う必要があるのではないか。

・ 地方財政の充実は必要だが、7割 評価をそのための一環だと今位置付 けて しま うと難 しくな

る。実態が変わ ったのだか ら実態に合 わせるの も行政であ り、それな ら説明 しやす くなる。

○新総合土地政策推進要綱(平 成9年2月10日

II 土地の有効利用のための諸施策の展開

閣議決定)

第4土 地の有効利用促進のための土地税制等

1土 地税制

(2)保 有課税

固定資産税について、平成9年 度の評価替えに伴い、負担水準の均衡化をより重視 し

つつ、適切な負担調整措置を行 うこととする。

また、固定資産税評価については、評価の適正の確保に資するため、平成9年 度評価

替えにおいては、すべての路線価を公開するよう指導する。

平成12年度以降の固定資産税の税負担については、同年度の評価替えの動向及び負担

水準の状況や市町村財政の状況等を踏まえたうえ、さらに負担の均衡化 ・適正化を進め

る措置を講ずることとする。

なお、土地保有課税のあり方については、固定資産税と地価税の関係 も含め、土地の

有効利用の促進を図る観点を踏まえ、幅広い検討が早急に必要である。
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3固 定資産税評価に関する主な意見等

○ 固定資産税の土地評価について、種 々の指摘が行われているが、 ここでは主に7割 評価や収益

還元法を中心 として、研究会事務局において収集 した範囲で要旨を整理させていただいた。

もとより幅広 い観点か らの指摘であ り、前提 とされた事柄等を省略 して部分的に記述 してい る

ため、ニ ュアンスの違 いが生ず るもの もあると考え る。出典を記述 しているので、お許 しを願い

ます。

経済同友会 土地委員会提言(平 成2年4月5日)

・ 固定資産税 に関 して は、課税標準価格が公示価格の一割程度 しかないので、住民税、事業所

税等の減税 と抱 き合わせで、20年 位かけて、時価の1%程 度まで引き上げるよ うにすべきであ

る。

佐藤 進 氏(新 潟大学教授)(税90.7月 号)

日本の固定資産税のあり方をめ ぐっては、評価方法の不透明さが最 も大 きな問題を形づ くって

いる。 日本の固定資産税 はアメ リカの財産税に くらべて低 いか らもっとあげるべ きだといった議

論 は成 り立たない。固定資産税においては評価方法についての国民的合意が形成 されない限 り、

不公平な税 とい う批判がつきまとう。固定資産税 は国際的にみて も衰退 しつつある税である。 こ

れを大 き く育ててい くためには、応能課税原理を固定資産税において もとり入れてい く必要があ

ろう。

宇田川 璋仁 氏(明 海大学教授)

(地方税90.10月 号 論評)

公示価格の7割 について、大都市の低さが、他の中小都市等の高位によってカバーされるとい

うことのないようにすべきであると思う。また、首都圏を意識 しすぎた調整措置は、固定資産税

の減収という逆作用を もたらす可能性があることも十分留意すべきであろう。

我が国の固定資産税の進むべき道は、異市町村間の実効負担率の均衡化を図ることに重点をお

かなければならない。

(地方税91.12月 号)

地価公示価格は土地の効用が最高限に発揮される可能性に最も富む使用(最 有効使用)を 前提

として評価される。これに対 し固定資産税の土地評価は土地の継続的保有を前提に税を課すので、

これを可能にするためには土地利用の経常的な収益から支払えなくてはならない。土地の継続的

保有とは 「最有効使用」ではなく 「通常の使用」の概念であり、これが地価公示価格と固定資産

評価の開差の根拠となる。
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土地評価の均衡化と 「土地の継続的保有を前提に課す」ということは本来ディレンマがあり、

これに対処するのが政治、行政のチエであり、他の税制も含め均衡あるシステムの確立が税務当

局の任務である。

林 宏昭 氏(四 日市大学専任講師)(税 研91.7月 号)

・ 現行の公示価格が固定資産税の負担を評価する場合に、必ずしも適切なものであるとは言え

ない。

・ 収益還元価格を基準とする場合には、家賃や地代、持家の場合には帰属家賃といった、各地

域に見合つた収益の評価という新たな問題に直面することは避けられない。

中井 英雄 氏(近 畿大学教授)

(租税研究92.1月 号)

・7割 評価は経済的に も意味が ある。

・ バ ブルの要素を除 く地価公示 に対す る収益還元価格の割合が7割 ぐらいになることが算定で

きた。

米原 淳七郎 氏(追 手門学院大学教授)

(土地と税制<土 地保有税重課論批判>)

この7割 という数値が決められたのは、次の3つ の理由によるといわれている。

1全 国の代表的な標準宅地について、収益還元価格の市場価格に対する割合を調べたところ、

その平均値は大略7割 であった

2全 国の県庁所在都市について、最高固定資産税評価額の最高地価公示価格に対する割合の平

均値をとると、昭和54年61.4%、 昭和57年67.1%と 、地価高騰前は7割 に近い値であった

3家 屋に対する固定資産税評価額の実際の取得価格に対する割合は、平成2年 度において、木

造家屋6割 程度、非木造家屋7割 程度 となっており、土地の評価額を地価公示価格の7割 とす

ることは資産間の評価の均衡を図るという視点から妥当である

しかしこの他にも、国税庁が平成4年 か ら相続税の評価に使う路線価を公示価格の8割 にする

と決めたことも、この7割 という数値の根拠になっていると考えられる。すなわち、路線価が8

割なら、固定資産税評価額はそれより少し低い7割 にするのが適当であるという、平衡感覚が働

いていたのではないかと推測されるのである。

(国税解説92年1月28、2月28日)

・ 固定資産税が安いか ら日本の地価が上昇 したという主張は、全 く根 も葉 もない云いがかりで、

これを気にして固定資産税の評価額を上げるということは必要ない。

・ 世間一般には、取引事例比較法による評価額と収益還元法による評価額 とは、そう大きく違
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ってはいけないという認識があるように見える。

しか し、現実には大きく違ってくることは十分ありうる。

・ 不動産鑑定士が評価する収益還元価格は、標準的かつ妥当と思われる将来収益と割引率を下

に 算出されているように思われる。土地の評価額としては、収益還元価格に軍配をあげたい。

(租税研究94.11月 号)

・ 固定資産税が、昔から地道に生活 してきた都市住民を守ろうとするなら、そこで稼ぎうる収

入を基礎として土地を評価 し、負担を課すべきではなかろうか。土地の固定資産評価額が、公

示価格や相続税評価額より低いのは当然であり、三者を統一すべきというのは土地評価の本質

を誤っている。

塩見 譲 氏(宮 崎産業経営大学教授)(税92.2月 号)

・ 地価公示価格は収益や担税能力からみた固定資産税の課税評価とは大きく異なり、経験的な

6～7割 という結果で両者を安易に関連づけることは早計である。

・ 金利や経済状況は比較的短期に変化するため、これに応じて収益還元価格が大きく変動する

ことは土地という財の性格か ら好ましくない。 しか しこれを安定的に支えるものが都市計画上

の土地利用計画と規制であろう。欧米においては、そうした制度が厳 しく、土地の投機的、投

資的取引が少ないために、実勢取引価格は収益還元価格に近い価格が実現しているのが原因と

いわれている。わが国においては、土地取引と開発の自由の原則のうえにたって、土地利用計

画と関係なく、土地取引自体が比較的短期的な投資、投機の対象となるところに、地価が適正

な利用価値から掛け離れて形成される原因がある。こうした理解を抜きにして、収益還元価格

による地価の実現を望むことには無理があるというべきではないだろうか。

金子 宏 氏(東 京大学名誉教授 ・学習院大学教授)(租 税研究93.7月 号)

土地の評価を公示価格に連動することは、客観的な物差 しで土地を評価することになり納税者

間の公平の維持に役立つという点で重要である。負担調整措置は、税負担の激変を避けようとす

る限りは不可避であり、固定資産税の大きな問題点である。

舟橋 正富 氏(神 戸商科大学教授)(地 方税93.7月 号)

実際取引事例か ら路線価格を決めていく場合に注意 してお くべき事は、土地の有限性か らほん

の数%の 取引で、その周辺全体の価格総額を推定するところに問題があるのではないかという指

摘である。土地の保有 と利用に対する市場からの効率性の要求に対 して、その利用の側か らみた

地価水準とのギャップを対置して、後者における賃貸価格の資本還元に近い評価が固定資産税の

評価基準価格としての妥当性を持つというのである。

現在の用途地域をより厳格な形で利用規制する事、都心部での居住空間の確保に関しては、例
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えば二階以上については居住用に利用する事も認めるなどの立体用途地域制度の導入なども考慮

しなが ら、20年ないしは30年の間の他の用途に用いる事は建築規制によって制限する形で都市計

画とリンクするべきである。そうした地域ごとの取 り組みと申請がなされるならば、居住用に限

定された地域での公示地価は下がり、大都市部においても七割評価に対応できるシステムが成立

するであろう。現行の小規模住宅の評価基準の引き下げが強化されても、土地神話はそのまま残

って しまう恐れがある事に留意する必要がある。

土地税制懇談会報告書(5年8月 、6年10月 座長 ・石原 舜介東工大名誉教授)

取引事例比較法を重視 している鑑定評価制度の下で、地価公示価格の7割 評価を行うことは、

土地の収益と大きく乖離した取引が発生 した場合でも、それが反映される。固定資産税の性格か

らみると、使用収益価値が重視される必要があり、根本的な再検討を行う余地がある。

地価税は、固定資産税に土地政策上の役割を期待できないということで導入されたが、7割 評

価の実施によって地価税の存続理由が失われたといえる。廃止すべきである。

土地保有税は、その土地を処分 ・換金 した所得で支払われるものでなく、その土地を所有する

ことにより得 られる所得か ら支払われるものである。従って土地保有税の適正負担水準は土地を

保有継続することにより得 られる収益を基礎に定めなければならず、それが担税力の限界である。

固定資産税 も保有継続を前提にしているので、そこか ら得 られる収益によって負担する税であ

る。また、負担の尺度はその土地が受ける便益性であり、個人、法人を区別するべきでない。

地価税は有効利用 している土地にも課税され、また課税客体に偏 りがあるので無意味な、不公

平な税制である。

今後地価税は廃止、固定資産税は土地保有税の重要税目として早急に次の点を検討する必要が

ある。1売 買実例価格を基礎とした現在の評価制度は、バブル期のように収益性と大きく乖離 し

た取引が発生した場合それが地価公示価格に反映されてしまう。固定資産税の本来の性格からす

れば、使用収益価値(収 益還元法)を 重視する必要がある。

加藤 寛 氏(慶 応義塾大学名誉教授)(税 経通信94・1月 号)

地価税が本来あっていいものかどうか、私 は疑問を持 っていますが、固定資産税で保有 コス ト

を上げて くれません と土地が有利 とい うことで投機が始まるわけです。固定資産税で保有 コス ト

を上げ ることを 自治省が反対を したので地価税を入れたわけです。そ うしま したら、 自治省が固

定資産税を公示価格の7割 にして上げてい くという話で、 「応益税ではなく保有 コス トの税金に

な るが、考え方を変えたのか」 と聞 くと 「変わ っていない」 とい う。保有 コス トでいくのか、応

益税でい くのか将来議論を しなければいけないと思 う。 また、地価税を固定資産税 に吸収 して も

らうような考え方に持 つてい くべ きで はないか という気が しています。
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石 弘光 氏(一 橋大学教授)(租 税研究94・3、11月 号)

私は、個人的には、固定資産税 は保有課税 としての役割を果た していない と思 う。確かに3年

ごとに評価替えがあり上が ったよ うに見えますが、十数年かけて負担調整をす るとい うことで、

名 目所得の範囲内に納めるということですか ら、資産課税ではないのです。そこに問題が あると

い うことで地価税を作 つたわけです。固定資産税が骨抜 きにな っている状態では、地価税の役割

はおそ らく解消 しきれないだろ う、地価税の重要性はより高まると思 つています。地方 自治を言

うな ら、固定資産税 を しっか り取 る、資産課税を重視すべ きだ。住民税をまけて固定資産税 とス

イ ッチ した らよいとも考えている。固定資産税が上がって追い出 しになる人 もいるか もしれない

が、割 り切 っています。

林 宜嗣 氏(関 西学院大学教授)(税94.6月 号)

固定資産税は応益税としてとらえるのが重要である。この立場か ら収益還元価格を超える実際

の地価を課税標準とすることは望ましくない。固定資産税の課税標準は 「適正な時価」売買実例

価格から不正常要因を除いた価格を基礎とするので、収益力を基礎 とした地価を課税標準として

いると考え られる。この点から固定資産税の評価を地価公示価格の7割 程度としたことは妥当と

いえる。また、地域間格差を是正するためにも評価できる。このため各種の特例や負担調整措置

が講ぜ られたが、今回の緊急措置としてやむを得ないものの、評価替えの度に実施すると評価と

負担の乖離が大きくなり望ましくない。また、固定資産税の土地評価は膨大な事務量と時間を要

するので、評価基準日を前々年の7月1日 とする時間的なずれは宿命的なもので、逆に地価上昇

時にはそれを反映できない訳である。

固定資産税の評価を地価公示価格の7割 程度 したことは妥当と言えよう。 しかし、現行の都市

計画において第1種 住居専用地域に指定されているような所では、 「最有効利用」と 「通常の利

用」とがほぼ一致すると考え られることから、 もし地価公示価格が収益還元価値として定め られ

ているとするなら、さらに7割 を乗 じることが適当かどうかは問題が残されている。

宮尾 尊弘 氏(筑 波大学教授)(税94・7月 号)

・ なぜ地方が固定資産税を強化 したが らないのかを突き詰めてみると、完全 に地方分権型の税

制にな っていないところに理由があ る。

・ 固定資産税 は本来開発利益還元 とい うか、社会的なサー ビスやイ ンフラの提供 によって土地

の価値が上が るか ら、その分を還元する等、 目的税化 したような形で変えていく中でこれだけ

の便益を提供 されるという合意が 出て くれば、納税者 も納得す る。

・ 地方税全体のあ り方の見直 しという中で、住民税負担 は相当程度減 らし、引換えに固定資産

税(土 地)を 、受益 との関係をはっきりした上で改革するべ き。

・ 土地 その ものにかかる部分を重視 し、建物 は軽減すべき
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碓井 光明 氏(東 京大学教授)

(税研94.7)

評価方法に関 して、最有効使用を前提にした取引価格によるのか、一定割合とするのかは、重

要な政策決定問題であるから、地方税法の中で定めるべきことである。家屋に関する再建築費価

額方式についても同様である。答申や通達のみによって変えられることではない。地価公示価格

の7割 水準方式は、せめて固定資産評価基準に盛り込んで欲 しかったと思われる。ただし、この

ような点は別として、地価公示価格の7割 水準を目途とする評価方式を徹底すること自体は、評

価の均衡化を目指すものであって従来に比べて前進であると思われる。なぜなら、従来の評価に

まつわる問題は、時価からの乖離という点よりも、評価水準が不透明なために不公平ないし不均

衡な評価がなされたとしても、時価よりも低いということで是正される可能性が少なかったから

である。今回の措置によって、 「適正な時価」の範囲内であるか否かが争える事例も出て くるで

あろうし、評価の均衡が達成されるならば、 「執行上の平等」によるコントロールが働きやす く

なると思われる。

岩田 規久男 氏(上 智大学教授)(税 経通信94.11月 号)

・ 社会資本の整備財源として固定資産税等は重要である。社会資本整備による開発利益は土地

課税によって開発者に還元される。固定資産税は、負担調整措置によって極めて低い水準に据

え置かれている。土地の保有コス トを引き上げて、土地所有者に土地の高度利用へのインセン

ティブを与える必要がある。

・ 課税標価額は、時価に一致させることが望ましい。ただし、地価変動の大きい時は売買事例

に追随することは避け、地価安定時にはこれを下回る評価を続けるべきではない。

近藤 新太郎 氏(日 本税理士会連合会専務理事)(税 務経理7年4月18日)

課税標準の基礎となる土地価格の評価にも税の特性たる継続保有を前提とする収益性が反映さ

れ、課税標準 ・税率ともに安定 した状態が維持できるような基準が設定されなければならない。

地価の変動の影響を直接受け、特例としての負担調整措置が長期にわたって実施されなければ

ならないような状態は固定資産税の本来の姿ではない。

山田 二郎 氏(東 海大学教授)

(税95.7月 号)

・ 現状 の利用方法を考慮せず更地 としての評価を していることに不満がある。収益還元価額で

評価す ることに改め ることが、税負担の引き上 げの前提 とな らなければな らない。

(自 由と正義96.12月 号)

・1994年 度の評価替えに対 して多数の不満が噴出 し、訴訟 となっている。例えば、賦課期 日の
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時価に 「すり替え」があること

・ 地価公示価格の70%水 準の評価が通達で行なわれたこと

・ 地価下落により評価と時価に逆転が生じていること

・ 評価基準の法的拘束力

等を論点としているものである。

田中 一行 氏(成 蹊大学教授)(地 方税96.5月 号)

・ 資産価値を課税標準 とす る課税(資 産価値課税)と 収益 に対 して課す る課税(収 益課税)と

は同 じではない。

(注)地 価の公式P1=r/(i-g+t)P2=r(1-t2)/(i-g)

・ 固定資産税が土地の継続的保有 を前提 と したもの であ ることを考慮す ると、現在か ら将来に

かけて稼得す る土地収益の総和が等 しい土地に対 して、現在か ら将来 にかけて徴収 される税収

の総額が等 しくなるよ うに課税す ることが、公平の基準(異 時点間の公平)に 合致 しているの

で はないか。

・ 資産価値 を課税標準 とす る現行制度 は、収益の期待成長率が大 きい土地の税負担 は、その他

の土地 に比較 して過重な もの とな る。又、土地資源の利用 ・配分 に対 して中立的であ りえない。

・ 現行の固定資産税 は、課税標準額の特例(住 宅用地等)や 負担調整措置により簡素と逆行 し

ている。

・ 土地 の市場価格 は賃料 に比 して大幅 に乱高下 し得 ることが明 らか とな った。 このため、資産

価値を課税標準 としていることか ら、負担調整制度を複雑化 させる原因 とな っている。土地収

益の変動 も一様ではないが、地価の変動に比 してはるかに安定的である。

・ 租税原則(公 平 ・中立 ・簡素)か らみて、現在の資産価値課税方式を収益課税方式に切 り替

えることが望まれ る。

品川 芳宣 氏(筑 波大教授)(税 務弘報97年1月 号)

法は、固定資産税の評価替えを3年 に1度 と定めているものであるが、比較的変動の少ない収

益力を反映した評価額であればこそ3年 に1度 の評価替えによっても課税標準の適正さを維持す

ることは可能であろう。 しか し、取引価額のような変動 し易いものを課税の基礎 とすることは、

法がもともと予定 していないものと考えられ、それを強行すると多 くの問題が生 じることは平成

6年 度の評価替えにおいて十分実証されたところである。

・ 地価公利価格の7割 評価には虚構性がある。

・ 相続税の時価は資産価値に応 じて負担を求めるもので、取引価額とのバランスをとつた評価

が必要であるが、固定資産税は収益価額を重視 しているか ら取引価額(8割)と のバランスは

必要ない。
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・ 我国の土地取 引価額は、収益価額 と大き くか い離 している。特 に都市部ほど取引価額が高い。

土地評価の一元化(一 本化)は 論拠を欠 く。

・ 固定資産税の性格か ら、土地等の保有を継続 して維持で きるよ うな税負担でなければな らな

い。

渡辺 功 氏(東 京経済大学教授)(税97.1月 号)

「7割 評価」について、平成8年9月11日 の東京地裁判決は合理性があるとの判断を示 してい

る。判決は 「公示価格の算定と同様の方法で評価 した標準宅地の価格のおよそ7割 を もって、そ

の適正な時価 として扱 うことは、法の禁ず るものではな く、かか る趣 旨において7割 評価通達に

は合理性があ り、 これに従 った評価は適法 とい うべきである」 とした。 ただ し、判決は開差が 「

7割 」であることについて踏込んだ議論を示 していない。一方、7割 評価反対論者 も100%評 価

が良 いというのか、または開差を認めつつ7割 には反対す るとい うのか、その主張 は区々である

ように見え る。7割 でない とすれば何割 とす るのが正 しいのか判然 と しない。7割 評価を覆えす

ような理論的研究や具体的提案は見当た らない。

もちろん 「7割 評価」につ いては通達 という形によって示 されるよ りも、法の定めるところに

基づ き明確に位置づ けられることが望 ましい。 したが って、平成8年9月 には、 「固定資産評価

基準」において明示 され ることとされたのであって、適切な措置である。

都留 重人 氏(一 橋大学名誉教授) (地価を考える)

・ 地価税の導入をはじめとする土地税制の議論のキッカケは、地価高騰の原因の一つは固定資

産税を中心とする土地保有税の負担が安すぎるという点にあった。しかし、異常に高騰持続 し

た地価は固定資産税収に反映されており、実行税率の高低を云々するのは問題である。キャピ

タルゲインを直接吸い上げる措置が必要である。

・ 昭和30年 か ら平成元年までの地価や経済指標を比較す ると
、地価上昇率128

価5.3倍 、 卸売 物 価2.1倍 、製造 業 賃金20.7倍 、 固定 資産 税38

.5倍 、消 費者 物

.2倍 であ る。地価上昇率 には一

般住宅地のように未実現の利益 も多いか ら、固定資産税の38倍 は賃金を も上回 ってお り、低 い

とは言えないので はないか。

・法人と個人、用途別 に区別 して考え るべ きで はないか。

橋本 徹 氏(関 西学院大学教授)(自 治総合 セ ンター報告書)

・ 市町村の評価のバラ ンスを とらないままに、全国一律に評価水準を見直す ことは混乱を生ず

ることとなろう。 というのは、固定資産税収入は基準財政収入額の算定を通 じて、交付税の配

分に影響を持つ ことを考慮 しておかなければな らない。

・ 固定資産税の最大の課題 は、今般のバ ブル期に経験 した評価方法である。 この面倒な措置が
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納税者に理解で きるだろうか。 もっとも、バ ブルが崩壊 し、地価 も下げ止 まり、そこに価格基

準 日を1年 前 にすれば、納税者の理解を得 られる評価額 となるのではないだろうか。

菅 直人 氏(衆 議院議員)(国 会論争 「土地政策」)

■公示価格の70%

固定資産税評価をめぐって実勢価格に近い他の公的評価と一元化すべきとの立場から私は自治

省と激 しい論争を繰 り返 してきたが、ようやく自治省も1994年の見直しから、公示価格の70%に

そろえることを決めた。従来の固定資産税評価は自治省は公示価格の36%程 度と説明 しているが、

実際には東京など大都市部では10～20%と 低い水準にあり、公示価格の70%に 一致させるには

2～7倍 といった大幅な引き上げが必要となる。

固定資産税評価が公示価格から乖離したのは、地価上昇に連動 して評価を引き上げなかったか

らである。このことは都心か らの追い出しとなるような税負担を抑制する “善政”とされてきた

が、他方で大地主にとって所有コス トが極めて低 く有利で、土地の資産的所有を誘発 し地価高騰

を許す原因となってきた。この意味で固定資産税評価を実勢価格に近い公示価格に連動させる今

回の自治省の方針は地価税と同様土地の保有コス トを適正化する効果があり、土地政策上正 しい

方向と考える。

「公的土地評価の一元化」については自治省が “一元化”に強く抵抗 したため難行 したが、最

終的には成立 した法文に 「公的土地評価については相互の均衡と適正化が図られるように努め

る」というところまで盛り込んだ第16条を追加させ、さらに附帯決議に 「公的土地評価の一元化

に努める」ことを入れた。
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4土 地の動向に関する年次報告(土 地白書)に おける

土地の収益価格についての検討(抜 粋)

平 成

2年 度

平成3年 地価公示に係る標準地の鑑定評価に際しては、土地政策審議会答申に沿っ

て今後の検討を行うための試みとして、大都市の特定のゾーン内にある標準地群につ

いて収益価格の公示価格に対する割合の平均値の試算を行 った。

その結果について見ると、東京の代表的商業ゾーンである銀座、代表的高度事業所

ゾーンである丸の内における平均収益価格の平均公示価格に対する割合はいずれも8

割程度、周辺商業地や住宅地における平均収益価格の割合は、地域によって5割 か ら

7割 程度と比較的大きな幅が認め られた。

今回は、初めての試みであることに加えて、限られた地点で行われたため、その結

果から直ちに普遍的な結論を引き出すことには問題があると考えられるが、おおむね

高度商業地においては、平均収益価格の公示価格に対する割合が比較的高 くなってい

ることが認められるとともに、その他の地域においても、土地の有効利用を行うこと

ができるゾーンにおける割合が相対的に高 くなっていることが認められた。

また、特に住宅地の収益価格の試算においては、非経済的要因の反映等なお多くの

課題があることがあらためて認め られた。

今回の試行においては、総収益、総費用等の把握方法、将来の収益増加の見込みの

取扱い等実用に向けて多 くの課題を残 しつつ行ったものである。

国土庁としては、今回の試行結果をもとに、収益価格の試算に関する技術的諸課

題、収益価格の試算を行うにふさわしい地域の検討等幅広い検討を行うこととしてい

る。

平 成

3年 度

平成4年 地価公示に関す る資料を もとに、代表的な高度商業 ・業務系地区に存する

地価公示地点の一部について、収益価格の公示価格 に対す る割合の平均値を求 めてみ

た。

その結果、東京都の丸の内地区で8～9割 、銀座、西新宿地区では8割 前後、大 阪

府の梅田、船場地区では6～7割 前後の水準 となってお り、東京都心部における収益

価格の公示価格に対する割合 は、大阪都心部 と比べ、比較的高 くなっていることが認

められた。

これ は、最 も早 く地価高騰がみ られた東京都心部においては、昭和63年 頃以降地価

はほぼ横ばいで推移 し、今回の地価公示で下落 とな っている一方、事務所賃料の継続

的な上昇がみ られ、収益力は高ま って きているため、公示価格 と収益価格 とのかい離

が小 さ くなってい るのに対 して、大阪都心部では、今回かな り下落 して きているもの
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平 成

3年 度

の、事務所賃料が東京都心部ほど大きな上昇を示 していないためと考えられる。

なお、収益価格の試算に当たっては、実務において多 くの技術的課題が残されてお

り、また、限られた地点で行われたものであり、今回の試算結果により直ちに普遍的

な結論を引き出すことには問題があると考えている。

平 成

4年 度

平成5年 地価公示に関する資料を基に、代表的な高度商業 ・業務系地区に存する地

価公示地点の一部について、収益価格の公示価格に対する割合の平均値を求めてみ

た。

その結果、東京都の丸の内地区では8割 から9割 程度、東京都の銀座、西新宿地区

及び大阪府の梅田、船場地区では、8割 前後の水準となっている。前回の平成4年 公

示に関する資料を基に行った計算に比べて、全般に収益価格の公示価格に対する割合

は高まっている。特に前回低かった大阪都心部における割合が東京都心部に近いもの

となった。これは、地価上昇期において利用価値を大 きく上回る水準に達 していた地

価が、地価の下落が進行する中で次第に利用価値に近づきつつあることの反映である

と考えられる。

なお、収益価格の試算に当たっては、実務において多 くの技術的課題が残されてお

り、また、限られた地点で行われたものであり、今回の試算結果により直ちに普遍的

な結論を引き出すことには問題があると考えている。

平 成

5年 度

平成6年 地価公示に関する資料を基に、代表的な高度商業 ・業務系地区に存する地

価公示地点の一部について、収益価格の公示価格に対する割合の平均値を求めてみ

た。

その結果、東京都の丸ノ内地区では8割 から9割 程度、銀座地区で7～8割 、西新

宿地区で8割 前後、大阪府の梅田、船場地区では7割 前後となっている。これらの地

域においては公示価格が年間2割 又は3割 を超える大幅な下落を しており、 ビル賃料

も大幅に下落しているというように両者 とも大幅に変動 しているため、前回の平成5

年公示に関する資料を基に行った計算に比べて、収益価格の公示価格に対する割合

は、地域によって高 くなっているところと低くなっているところがある。

なお、収益価格の試算に当たっては、実務において多 くの技術的課題が残されてお

り、また、限られた地点で行われたものであり、今回の試算結果により直ちに普遍的

な結論を引き出すことには問題があると考えている。

平 成

6年 度

平成7年 地価公示においては、収益還元法の新手法を適用したが、この新手法は、

収益還元法のうちの土地残余法(不 動産が敷地と建物等との結合により構成されてい
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平 成

6年 度

る場合において、収益還元法以外の手法によって建物等の償却資産の価格が求めるこ

とができるときに、当該不動産に基づ く純収益か ら建物等に帰属する純収益を控除 し

た残余の純収益を還元利回りで還元 して土地価格を求める方法)に ついて、理論上の

根拠の明確化とともに、実務上の改善を図ったものである。

具体的には、従前の手法に比べ、1賃 料の変動を前提とするより現実に近づけた還

元手法の採用、2還 元利回り等を定める具体的な方法の明確化、3建 物の建築期間等

の未収入期間及び建物の取り壊 し費用の考慮等を行ったものである。

そこで、商業地域において、平成7年 地価公示に関する資料を基に、収益価格と公

示価格の関係をみると次のとおりである。

収益価格の公示価格に対する割合を代表的な高度商業地域についてみると、丸の内

地区で8～9割 、銀座地区で7～8割 、西新宿地区で8割 前後、大阪市の梅田、船場

地区で7割 前後であり、昨年とほぼ同じ結果となっている。

平成6年 地価公示と比べると、収益価格の公示価格に対する割合が上昇した地域が

あるものの、大都市圏全体では公示価格に対する収益価格の比率はほぼ同じとなって

いる。これは、大都市圏の商業地の地価が下落を示 している一方で、新規賃料 も下落

していること等によると考えられる。

また、収益価格の公示価格に対する割合の平均値を東京都を例に求めてみたとこ

ろ、東京都、都区部、都心3区 では7割 程度となっているが、中心地域ほどその割合

は低い傾向にあり、中心地域ほど商業地の地価は収益価格と比較 して高い水準にある

ことが うかがえる。

大都市圏において、個別地点毎に収益価格の公示価格に対する割合をみると、収益

還元法の新手法が適用され、従前の方式に比べ分散は小さくなっている。

今後 も、この新手法をより適切に適用するため、各種データの的確な把握に努めて

いく必要がある。

平 成

7年 度

平成8年 地価公示に関する資料を基に、商業地域において、収益価格と公示価格の

関係をみると次のとおりである。

収益価格の公示価格に対する割合を代表的な高度商業地域についてみると、東京都

の丸の内地区と西新宿地区で8割 前後、銀座地区で7～8割 、大阪市の梅田、船場地

区で7割 前後であり、昨年とほぼ同 じ結果となっている。これは、地価が下落する一

方で、土地の収益性に影響する賃料が地価とほぼ同程度に下落 していること等による

と考えられる。また、他の政令指定都市の高度商業地域においても、収益価格の公示

価格に対する割合は上記の地域と同様、7～8割 となっている。

なお、収益価格は還元利回りのわずかな違いにより大きく変動するものであり、仮
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平 成

7年 度

に、還元利回 りを1%低 く設定 したときには、丸の内地区や西新宿地区を始めとする

高度商業地域では収益価格は公示価格にほぼ等しい水準となる。金利はこのところ低

い水準で推移 していることを考慮 して、収益価格がある程度の幅をもつものとして捉

えるならば、現在の地価は、収益価格にかなり近い水準になっているものと考えるこ

とができる。
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5不 動 産鑑 定 評 価 基 準 の 運 用 に 当 た って実 務上 留 意 す べ き事 項等 に

つ いて(抄)(平 成3年2月6日 付け3国 土地第42号 社団法人日本不動産鑑定協会

会長あて国土庁土地局長通知)

平成2年10月26日 付 け土地鑑定委員会答 申に係 る 「不動産鑑定評価基準(以 下 「新基準」 とい

う。)については、国土事務次官通知(平 成2年11月1日 付け2国 土地第299号)を もってその基本

的な取扱いが通知 された ところであるが、 さらに新基準の運用に当たって実務上留意すべ き事項等

は下記の とお りであるので、所属会員に対 し、新基準の運用 に遺憾のないよ う周知徹底方よろ しく

お願いす る。

記

I新 基準の要点及びその趣旨について

(3)取 引事例比較法等の的確な適用の確保

取引事例比較法等については、より的確な運用の確保を図るため、

1投 機的事例については、取引事例等の収集及び選択の段階で排除すべきことを明らかにし

たこと。

2取 引事例の価格に影響を与える要素として、取引の事情のみならず取引当事者の属性(個

人、法人、不動産業者等)や 地域の取引価格の水準の変動の推移についても分析すべきであ

るとすることによって、より規範性の高い事例の選択等を行 うべきことを定めたこと。

(4)収 益還元法の重視

不動産の価格は一般に当該不動産の収益性を反映 して形成されるものであり、収益は不動産

の経済価値の本質を形成するものであることに鑑み、収益還元法の重視を求める視点か ら、

1市 場における土地の取引価格の上昇の著 しいときは、その価格と収益価格との乖離が増大

するものであるので、この手法が先走 りがちな取引価格に対する有力な験証手段として活用

されるべきであることを定めたこと。

2収 益還元法の精度を高めるため、収益の算定に当たっては直接法によることが望ましい旨

を定める等所要の改訂を行ったこと。

II 新基準の運用の実務上留意すべき事項について

3.第7鑑 定評価の方式関係

(3)収 益還元法関係

1収 益還元法については、その十分かつ適切な活用を図るため、新基準において、学校、

公園等公共又は公益の目的に供されている不動産以外のものにはすべて適用すべきもので
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あり、自用の住宅地といえども賃貸を想定することにより適用されるものであるとされた

ことに鑑み、当面、適切な収益事例が存在しない場合等やむを得ない場合を除き、この手

法を必ず適用することとされたい。

2ま た、収益還元法の適用に当たっては純収益の的確な予測と把握及び還元利回りについ

ての適切な判断が必要である。

具体的には、

イ 純収益の算定に当たって収益増加の見通しをたてる場合には予測の限界を見極めるこ

ととされたところであるが、その趣旨は、安易に過去における収益の増加傾向が将来も

続 くものと予測することのないよう求めたものである。この場合において、適切な予測

を行うためには、都市形成、公共施設の整備の動向、経済情勢、企業の立地を含む近隣

地域の変化等に関する過去か らの経緯と将来の見通 しについて土地の使用収益に及ぼす

影響を十分に分析することが必要である。

ロ 純収益の把握に当たっては、収益還元法の精度を高める必要があることに鑑み、当該

不動産の総収益からこれに対応する総費用を控除して直接的に求める方法(直 接法)に

よることが望ましいとされたことに留意されたい。

なお、特に直接法の適用に際して、一般企業用不動産について売上高等の把握が著し

く困難と認められる場合においては、例外的に、当該不動産が賃貸用不動産であるもの

として純収益の算定を行 うこととして差 し支えないものと解されているので留意された

い。

ハ 総費用の算定に当たって諸経費等には貸倒れ準備費、空室等による損失相当額及びそ

の他費用(駐 車使用料等のその他収入に対応 した経費)が 含まれることに留意されたい

。また、総費用の把握に当たっては、対象不動産に係る地域的な需給動向等対象不動産

をとりまく諸情勢の変化等を十分見極めた上で行わなければならない。

ニ 還元利回 りについては、最も一般的と思われる投資の利回り、すなわち国債、公社債、

長期貯金等の利回りを標準とし、当該不動産の有する特性として他の金融資産と比較し

て投資対象としての危険性、換金の困難性(非 流動性)及 び管理の困難性等還元利回り

を相対的に高める要素と、滅失等の危険が少ないという意味での安全性等還元利回りを

相対的に低 くする要素を総合的に比較考量の上決定することとされている。これらの要

素を勘案する結果、還元利回りは、地方別すなわち例えば大都市地域と僻地、用途的地

域別すなわち用途の普遍的な地域と特殊な地域、品等別すなわち品等の優れた地域と劣

る地域等に応 じて異なる傾向があることに留意されたい。
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